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5. 重大事故等の対処に係る有効性評価の基本的な考え方
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第 5.2.2.1－１図 安全冷却水系の系統概要図 
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第 5.2.2.1－２図 安全冷却水系の設備区分概要図 
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第 5.2.2.1－４図 前処理建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 
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第 5.2.2.1－５図 分離建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 
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第 5.2.2.1－６図 精製建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 
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第 5.2.2.1－７図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 

5
-
7
6

80



第 5.2.2.1－８図 高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 
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空気圧縮機

空気圧縮機

空気圧縮機

非常用主母線 非常用主母線

・空気圧縮機
・安全冷却水系の冷却塔Ａ
・冷却水循環ポンプ
・冷却水ポンプ
・その他安全上重要な施設

空気貯槽

空気貯槽

空気貯槽

（水素掃気用）

（かくはん用）

（計測制御）

水素爆発を
想定する機器

冷却塔Ａ

冷却塔Ｂ

・空気圧縮機
・安全冷却水系の冷却塔Ｂ
・冷却水循環ポンプ
・冷却水ポンプ
・その他安全上重要な施設

第２非常用
ディーゼル発電機Ｂ

第２非常用
ディーゼル発電機Ａ

計測制御系統施設

：安全冷却水系外部ループ（Ｂ系）

：安全冷却水系外部ループ（Ａ系）

：安全圧縮空気

：送電線

：送電線の流れ

凡例

第5.2.3.1－１図 安全圧縮空気系の系統概要図

水素爆発を
想定する機器
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空気圧縮機

空気圧縮機

空気圧縮機

非常用主母線 非常用主母線

・空気圧縮機
・安全冷却水系の冷却塔Ａ
・冷却水循環ポンプ
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・冷却水ポンプ
・その他安全上重要な施設

動的機能３

動的機能２

静的機能２

：安全冷却水系外部ループ（Ｂ系）

：安全冷却水系外部ループ（Ａ系）

：安全圧縮空気

：送電線

：送電線の流れ

凡例

第２非常用
ディーゼル発電機Ｂ

第２非常用
ディーゼル発電機Ａ

計測制御系統施設

第5.2.3.1－２図 安全圧縮空気系の設備区分概要図
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想定する機器
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第5.2.5.2－１図　安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備の系統概要図

・

冷却塔Ａ

冷却塔Ｂ

第１非常用

ディーゼル発電機Ａ

安全冷却水系

冷却水循環ポンプ
プール水冷却系

ポンプ

補給水設備 補給水槽

燃料貯蔵プール等

熱交換器

建屋

建屋

第１非常用

ディーゼル発電機B
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第5.2.5.2－２図　安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備の設備区分概要図

建屋 設備区分(1)
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第 5.2.2.1－１表 安全冷却水系を構成する機能と設備の対応

静的機能 

１ 

静的機能２ 
静的機能 

３ 

動的機能１ 
動的機能

２ 

動的機能

３ 静的機能

２－１ 

静的機能

２－２ 

動的機能

１－１ 

動的機能

１－２ 

（設備区分１）  ○ ○ 

（設備区分２）  ○ 

（設備区分３）  ○  ○ 

（設備区分４） ○  

（設備区分５） ○  ○ 

（設備区分６）  ○ ○  

（設備区分７） ○ 

（設備区分８） ○        

（設備区分９）    ○     
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第 5.2.2.1－２表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とした機能喪失要因分析

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」に対する考察 結果 

静的機能１ 重大事故の発生防止対策等は，これらの健全性が維持されていることが前提と

なることから，建屋が損傷するような大規模損傷は，事業指定基準規則第四十

条対応として整理する。 

冷却機能喪失の発生を

想定しない 

静的機能２ 基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計とすることから，損傷を想定

しない。 

冷却機能喪失の発生を

想定しない 

静的機能３ 基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計とすることから，損傷を想定

しない。 

冷却機能喪失の発生を

想定しない 

動的機能１ 地震によるポンプの多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能２及び３との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却機能喪失 

動的機能２ 地震による冷却塔の多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能１及び３との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却機能喪失 

動的機能３ 地震による非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能１及び２との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却機能喪失 
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設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」に対する考察 結果 

静的機能１ 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発

生は想定されない。 

冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能２ 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発

生は想定されない。 

冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能３ 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発

生は想定されない。 

冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能１ 動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失（火山） 

動的機能２ 動的機能３の機能喪失により動的機能２の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失（火山） 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動

的機能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失（火山） 

第 5.2.2.1－３表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした機能喪失要因分析
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 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「動的機器の多重故障」 

に対する考察 
結果 

静的機能１ 動的機器の多重故障等の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能２ 動的機器の多重故障等の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能３ 動的機器の多重故障等の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能１ ポンプの多重故障（静的損傷除く）を想定する。想定するグループは機器仕様が

同じ範囲内とする。（内部ループ ポンプ４台故障又は外部ループ ポンプ４台故

障。関連性のない故障の組合せは除外できることから，動的機能２と動的機能３

との損傷の組合せは想定しない。） 

内部ループ又は外部

ループ ポンプ故障

による冷却機能喪失

動的機能２ 冷却塔の多重故障（静的損傷除く）を想定する。想定するグループは機器仕様が

同じ範囲内とする。（冷却塔２基故障。関連性のない故障の組合せは除外できる

ことから，動的機能１と動的機能３との損傷の組合せは想定しない。） 

冷却塔故障による冷

却機能喪失 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障（静的損傷除く）を想定する。これにより

動的機能１と動的機能２が同時に機能を喪失する。想定するグループは機器仕様

が同じ範囲内とする。（非常用ディーゼル発電機２台故障等。関連性のない故障

の組合せは除外できることから，動的機能１と動的機能２との損傷の組合せは想

定しない。） 

全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失 

第 5.2.2.1－４表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「動的機器の多重故障」を条件とした

機能喪失要因分析
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  設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「配管漏えい」

に対する考察 
結果 

静的機能１ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能２ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能３ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能１ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能２ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能３ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

第 5.2.2.1－５表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「配管漏えい」を条件とした機能喪失要因分析
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  設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電

源の喪失」に対する考察 
結果 

静的機能１ 長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能２ 長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

静的機能３ 長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 冷却機能喪失の発生

を想定しない 

動的機能１ 動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失 

動的機能２ 動的機能３の機能喪失により動的機能２の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動

的機能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪

失による冷却機能喪

失 

第 5.2.2.1－６表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」

を条件とした機能喪失要因分析
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第 5.2.3.1－１表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とした機能喪失要因分析 

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」に対する考察 結果

静的機

能１

重大事故等の発生防止対策等は，これらの健全性が維持されていることが前提と

なることから，建屋及びセルが損傷するような大規模損壊は事業指定基準規則第

四十条対応として整理する。 

水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

静的機

能２

基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計とすることから，損傷を想定し

ない。 
水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

動的機

能１

地震による安全圧縮空気系の空気圧縮機の多重故障を想定する。 

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能２及び３との同時損傷

を想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

水素掃気機能喪失 

動的機

能２

地震による安全冷却水系の冷却水循環ポンプ又は安全冷却水系の冷却塔の多重故

障による安全冷却水系の冷却機能喪失を想定する。 

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能１及び３との同時損傷

を想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

水素掃気機能喪失 

動的機

能２

地震による非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。 

地震という従属性の高い要因を起因とするため動的機能１及び２との同時損傷も

想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

水素掃気機能喪失 
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第 5.2.3.1－２表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした機能喪失要因分析 

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」に対する考察 結果

静的機

能１

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発生は

想定されない。 

水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

静的機

能２

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発生は

想定されない。 

水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

動的機

能１

動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する 全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失（火山） 

動的機

能２

動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する 全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失（火山） 

動的機

能３

非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動的機

能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失（火山） 
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第 5.2.3.1－３表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「動的機器の多重故障」を条件とした機

能喪失要因分析 

設計上定める条件より厳しい条件における内部要因の「動的機器の

多重故障」を対する考察
結果

静的機能１ 動的機器の多重故障の条件において，発生は想定されない。 水素掃気機能喪失を想

定しない。 

静的機能２ 動的機器の多重故障の条件において，発生は想定されない。 水素掃気機能喪失を想

定しない。 

動的機能１ 安全圧縮空気系の空気圧縮機の多重故障（静的損傷除く）を想定す

る。想定するグループは機器仕様が同じ範囲内とする。 

安全圧縮空気系の空気

圧縮機の故障による水

素掃気機能の喪失 

動的機能２ 安全冷却水系の冷却水循環ポンプ又は安全冷却水系の冷却塔の多重

故障による安全冷却水系の冷却機能喪失を想定する。これにより，

動的機能１の機能が喪失する。 

安全冷却水系の冷却機

能喪失による水素掃気

機能の喪失 

動的機能２ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障（静的損傷除く）を想定する。

これにより動的機能１と動的機能２が同時に機能を喪失する。想定

するグループは機器仕様が同じ範囲内とする。（非常用ディーゼル

発電機２台故障等。関連性のない故障の組み合わせは除外できるこ

とから，動的機能１と動的機能２との損傷の組み合わせは想定しな

い。） 

全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失 
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第 5.2.3.1－４表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を条

件とした機能喪失要因分析 

設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電源の

喪失」に対する考察
結果

静的機

能１

長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

静的機

能２

長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 水素掃気機能喪失の発

生を想定しない 

動的機

能１

動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する 全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失 

動的機

能２

動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する 全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失 

動的機

能３

非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動的機

能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪失

による水素掃気機能喪

失 

5
-
9
1
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1 

第 5.2.3.1－６表 放射線分解により発生する水素による爆発の対象機器 

施設名 設備名 機器名 

溶解施設 溶解設備 ハル洗浄槽 

中間ポット 

水バッファ槽 

清澄・計量設備 中継槽＊

不溶解残渣回収槽 

リサイクル槽 

計量前中間貯槽＊

計量・調整槽＊

計量補助槽＊

計量後中間貯槽＊

分離施設 分離設備 溶解液中間貯槽＊

溶解液供給槽＊

抽出塔 

第１洗浄塔 

第２洗浄塔 

ＴＢＰ洗浄塔 

抽出廃液受槽＊

抽出廃液中間貯槽＊

抽出廃液供給槽＊

分配設備 プルトニウム分配塔 

ウラン洗浄塔 

プルトニウム洗浄器 

プルトニウム溶液受槽＊

プルトニウム溶液中間貯槽＊
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2 

（つづき） 

施設名 設備名 機器名 

分離施設 分離建屋一時 

貯留処理設備 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽＊

第３一時貯留処理槽＊

第４一時貯留処理槽＊

第５一時貯留処理槽 

第６一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第９一時貯留処理槽 

第 10 一時貯留処理槽 

精製施設 プルトニウム 

精製設備 

プルトニウム溶液供給槽＊

抽出塔 

核分裂生成物洗浄塔 

逆抽出塔 

ウラン洗浄塔 

補助油水分離槽 

ＴＢＰ洗浄器 

プルトニウム溶液受槽＊

油水分離槽＊

プルトニウム濃縮缶供給槽＊

プルトニウム濃縮缶＊

プルトニウム溶液一時貯槽＊

プルトニウム濃縮液受槽＊

プルトニウム濃縮液計量槽＊

プルトニウム濃縮液中間貯槽＊

プルトニウム濃縮液一時貯槽＊

リサイクル槽＊

希釈槽＊

精製建屋一時 

貯留処理設備 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽＊

第３一時貯留処理槽＊

第４一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽＊
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3 

（つづき） 

施設名 設備名 機器名 

酸及び溶媒

の回収施設 

溶媒回収設備 

溶媒再生系 

分離・分配系 

第１洗浄器 

脱硝施設 ウラン・プルト 

ニウム混合脱硝 

設備 

硝酸プルトニウム貯槽＊

混合槽＊ 

一時貯槽＊

液体廃棄物 

の廃棄施設 

高レベル廃液 

処理設備 

高レベル廃液濃縮設備 

高レベル廃液供給槽＊

高レベル廃液濃縮缶＊

高レベル廃液貯蔵設備 

高レベル濃縮廃液貯槽＊

不溶解残渣廃液貯槽＊

不溶解残渣廃液一時貯槽 

高レベル濃縮廃液一時貯槽＊

高レベル廃液共用貯槽＊

固体廃棄物 

の廃棄施設 

高レベル廃液 

ガラス固化設備 

高レベル廃液混合槽＊

供給液槽＊

供給槽＊

注）＊印の機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器である。 
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第 5.2.5.2－１表 安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備を構成する機能と設備の対応

静的機能

１ 

静的機能２ 動的機能１ 
動的機能

２ 

動的機能

３ 静的機能

２－１ 

静的機能

２－２ 

静的機能

２－３ 

動的機能

１－１ 

動的機能

１－２ 

動的機能

１－３ 

（設備区分１） ○ 

（設備区分２） ○ 

（設備区分３）   ○   ○ 

（設備区分４）  ○  

（設備区分５）  ○  

（設備区分６）  ○   ○ 

（設備区分７） ○     ○ 

（設備区分８）  ○   

（設備区分９）   ○  ○  

（設備区分 10）   ○ 

（設備区分 11）   ○ 

（設備区分 12） ○ 

5
-
9
5
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第 5.2.5.2－２表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とした機能喪失要因分析

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」に対する考察 結果 

静的機能１ 重大事故の発生防止対策等は，これらの健全性が維持されていることが前提と

なることから，建屋が損傷するような大規模損傷は，事業指定基準規則第四十

条対応として整理する。 

冷却等の機能喪失の発

生を想定しない 

静的機能２ 地震による以下の機能喪失を想定する。 

・安全冷却水系の冷却水を保持する配管の損傷による冷却機能喪失 

・プール水冷却系の冷却水を保持する配管の損傷による冷却機能喪失 

・プール水冷却系の冷却水を保持する配管の損傷による小規模漏えい 

・補給水設備の補給水を保持する配管の損傷による注水機能喪失 

地震発生による冷却等

の機能喪失 

動的機能１ 地震によるポンプの多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能２及び３との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却等の機能等喪失 

動的機能２ 地震による冷却塔の多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能１及び３との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却等の機能等喪失 

動的機能３ 地震による非常用ディーゼル発電機の多重故障を想定する。

地震という従属性の高い要因を起因とするため，動的機能１及び２との同時損

傷も想定する。 

地震発生による全交流

動力電源の喪失を伴う

冷却等の機能等喪失 

5
-
9
6
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第 5.2.5.2－３表 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした機能喪失要因分析

設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」に対する考察 結果 

静的機能１ 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発

生は想定されない。 

冷却等の機能喪失の発

生を想定しない 

静的機能２ 設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件として発

生は想定されない。 

冷却等の機能喪失の発

生を想定しない 

動的機能１ 動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪失

を伴う冷却等の機能等

喪失（火山） 

動的機能２ 動的機能３の機能喪失により動的機能２の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪失

を伴う冷却等の機能等

喪失（火山） 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動

的機能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪失

を伴う冷却等の機能等

喪失（火山） 

5
-
9
7
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第 5.2.5.2－４表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「動的機器の多重故障」を条件とした 

機能喪失要因分析 

動的機器の多重故障に対する考察 結果 

静的機能１ 動的機器の多重故障等の条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない 

静的機能２ 動的機器の多重故障等の条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない 

動的機能１ ポンプの多重故障（静的損傷除く）を想定する。想定するグループは機器仕様が

同じ範囲内とする。（安全冷却水系の冷却水循環ポンプ３台，プール水冷却系の

ポンプ３台又は補給水設備のポンプ２台故障。関連性のない故障の組合せは除外

できることから，動的機能２と動的機能３との損傷の組合せは想定しない。） 

ポンプ故障による冷

却等の機能喪失 

動的機能２ 冷却塔の多重故障（静的損傷除く）を想定する。想定するグループは機器仕様が

同じ範囲内とする。（冷却塔２基故障。関連性のない故障の組合せは除外できる

ことから，動的機能１と動的機能３との損傷の組合せは想定しない。） 

冷却塔故障による冷

却機能喪失 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機等の多重故障（静的損傷除く）を想定する。これにより

動的機能１と動的機能２が同時に機能を喪失する。想定するグループは機器仕様

が同じ範囲内とする。 

全交流動力電源の喪

失による冷却等の機

能喪失 

5
-
9
8
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第 5.2.5.2－５表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「配管漏えい」を条件とした機能喪失要因分析

 設計上定める条件より厳しい条件としての内部事象の「配管漏えい」に対する

考察 
結果 

静的機能１ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない

静的機能２ 内部事象の配管漏えいに対する以下の機能喪失を想定する。 

・安全冷却水系の冷却水を保持する配管漏えいによる冷却機能喪失 

・プール水冷却系の冷却水を保持する配管漏えいによる冷却機能喪失 

・プール水冷却系の冷却水を保持する配管漏えいによる大規模な漏えい 

・補給水設備の補給水を保持する配管漏えいによる注水機能喪失 

配管破断による冷却

等の機能喪失

動的機能１ 静的機能２の安全冷却水系，プール水冷却系又は補給水設備の配管が破断する

ことにより，これらの動的機能が喪失する。

配管破断による冷却

等の機能喪失

動的機能２ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない

動的機能３ 配管漏えいの条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない

5
-
9
9
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第 5.2.5.2－６表 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を

条件とした機能喪失要因分析

 設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時間の全交流動力電

源の喪失」対する考察 
結果 

静的機能１ 長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない 

静的機能２ 長時間の全交流動力電源の喪失の条件において，発生は想定されない。 冷却等の機能喪失の

発生を想定しない 

動的機能１ 動的機能３の機能喪失により動的機能１の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却等の機

能喪失 

動的機能２ 動的機能３の機能喪失により動的機能２の機能が喪失する。 全交流動力電源の喪

失による冷却等の機

能喪失 

動的機能３ 非常用ディーゼル発電機の多重故障を想定する。これにより動的機能１と動的

機能２が同時に機能を喪失する。 

全交流動力電源の喪

失による冷却等の機

能喪失 

5
-
1
0
0
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7. 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処
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7. 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処

(１) 蒸発乾固の特徴

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本

体用の安全冷却水系（以下7.では「安全冷却水系」という。）の冷却

機能が喪失し，喪失した冷却機能を代替する措置が講じられない場合

には，冷却が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液及び高

レベル廃液（以下7.では「高レベル廃液等」という。）が沸騰し，沸

騰が継続することで乾燥・固化に至り，乾燥・固化物がさらに温度上

昇する状態（以下7.では「蒸発乾固」という。）を想定する機器に内

包する高レベル廃液等が有する崩壊熱により，高レベル廃液等の温度

が上昇し，沸騰に至ることで主排気筒から大気中への放射性物質の放

出量が増大する。 

さらに高レベル廃液等の沸騰が継続することで，高レベル廃液等の

硝酸濃度が約６規定以上及び高レベル廃液等の温度が約120℃以上に至

った場合，高レベル廃液等のルテニウムが揮発性の化学形態となり，

ルテニウムが大量に気相中に移行する。

仮に，高レベル廃液等の沸騰及び濃縮が継続し，蒸発乾固が進行し

た場合には，溶解液，抽出廃液及び高レベル濃縮廃液を内包する機器

においてルテニウム，セシウムその他の放射性物質の揮発が発生する

可能性があり，プルトニウムを含む溶液を内包する機器においては，

核燃料物質の濃度が相対的に上昇すること又は機器の中性子吸収材が

損傷することに伴い臨界が発生する可能性があり，有機物を含む溶液

を内包する機器において硝酸又は硝酸塩及び有機物が共存することに

伴う爆発が発生する可能性があり，蒸発乾固の発生が想定される全て

の機器において貯槽損傷の発生の可能性がある。冷却機能が喪失した
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状態が継続した場合の高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間は，前

処理建屋の溶解液を保有する機器において約140時間，分離建屋の高レ

ベル濃縮廃液を保有する機器において約15時間，精製建屋のプルトニ

ウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸プルトニウム溶液（以下7.では「プ

ルトニウム濃縮液」という。）を保有する機器において約11時間，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋のプルトニウム濃縮液を保有する機

器において約19時間及び高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮

廃液を保有する機器において約23時間である。また，乾燥・固化に至

るまでの時間は，前処理建屋の溶解液を保有する機器において約1,000

時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液を保有する機器において約110時間，

精製建屋のプルトニウム濃縮液を保有する機器において約59時間，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋のプルトニウム濃縮液を保有する機

器において約65時間及び高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮

廃液を保有する機器において約180時間である。 

溶解液，抽出廃液及び精製建屋のプルトニウム濃縮缶において濃縮

される前の硝酸プルトニウム溶液（以下7.では「プルトニウム溶液」

という。）の崩壊熱は小さく，蒸発乾固の進行が非常に緩慢であるこ

とから，整備した重大事故等への対処を確実に実施し，冷却機能を回

復させる他，設計基準設備を復旧させることで，溶解液，抽出廃液及

びプルトニウム濃縮缶において濃縮される前の硝酸プルトニウム溶液

を内包する機器において蒸発乾固が進行することを防止し，ルテニウ

ム，セシウムその他の放射性物質の揮発，臨界，爆発及び貯槽損傷が

発生することを防止する。 

   崩壊熱が比較的大きい高レベル濃縮廃液を内包する貯槽において蒸発

乾固が進行し乾燥・固化に至った場合には，乾燥・固化物の温度が上
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昇することにより乾燥・固化物中のルテニウム，セシウムその他の放

射性物質の揮発及び貯槽損傷の発生の可能性があり，プルトニウム濃

縮液を内包する貯槽において蒸発乾固が進行し乾燥・固化に至った場

合には，貯槽損傷の発生の可能性があるが，貯槽損傷に至るまでのい

かなる条件においても臨界が発生することがないことを確認している。

また，高レベル濃縮廃液に有機物が混合した溶液（以下7.では「高レ

ベル混合廃液」という。）を内包する貯槽において沸騰が継続し，高

レベル混合廃液の温度が一定以上に上昇した状態及び乾燥・固化後の

状態において，発生の可能性は非常に低いと考えられるものの，硝酸

又は硝酸塩及び有機物が共存することに伴う爆発の発生の可能性があ

る。ただし，仮に爆発が発生したとしても影響は限定的であり，貯槽

及び蒸発乾固への対処に使用する高性能粒子フィルタを損傷させるこ

とはない。また，高レベル濃縮廃液と同様の状態に至る可能性がある。 

以上のとおり，蒸発乾固の進行の全体を見渡した時には，乾燥・固

化に至るまでの水分が存在する期間に対策を講ずることが最も効果的

であることから，冷却機能が喪失し，高レベル廃液等が沸騰に至り，

乾燥・固化するまでの間の重大事故等への対処として，再処理施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の第二十八条及び第三十五条

に規定される要求に対して，整備した重大事故等の対策を講ずる。 

【補足説明資料７－１】 
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 (２) 蒸発乾固への対処の基本方針 

蒸発乾固への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の第二十八条及び第三十五条に規定される要求を満足す

る蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置を整備する。 

蒸発乾固の発生の防止のための措置として，蒸発乾固の発生を未然

に防止するための対策を整備する。 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置として，蒸発乾固が発生した場

合において，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止

するための対策及び蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配

管の流路を遮断するために必要な対策及び換気系統の配管内が加圧状

態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出

するために必要な対策を整備する。また，蒸発乾固が発生した場合に

おいて放射性物質の放出による影響を緩和するために必要な対策を整

備する。 

冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を想定する機器を第７－１表

に，各対策の概要図を第７－１図から第７－４図に示す。また，基本

方針の詳細を以下に示す。 
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 ａ．蒸発乾固の発生の防止のための措置 

安全冷却水系の機器が損傷し，冷却機能が喪失した場合には，蒸発

乾固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに通水

し，蒸発乾固を想定する機器に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策を完了させる。 

これらの対策に使用する重大事故等対処施設は，対策実施時に想定

される温度，圧力及び放射線の環境条件下においても必要な機能を発

揮できる。 

【補足説明資料７－２】 
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 ｂ．蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

内部ループへの通水の実施にもかかわらず，機器に内包する高レベ

ル廃液等が沸騰に至る場合には，機器に注水することにより，放射性

物質の発生を抑制し，蒸発乾固の進行を防止する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配

管以外に，機器に接続している重大事故等対処施設の放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処するための設備の常設重大事故等対

処設備の配管を始めとするその他の配管を活用した機器への注水手順

書を整備することにより，機器への注水を確実なものとする。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策の準備を完了

させる。 

また，機器に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態収束の観

点から，冷却コイル又は冷却ジャケット（以下7．では「冷却コイル等」

という。）への通水を実施し，蒸発乾固を想定する機器に内包する高

レベル廃液等を冷却することで，平常状態への復旧を図る。冷却コイ

ル等への通水は，対策の準備に要する作業が多いことから，機器への

注水，機器において沸騰に伴い気相へ移行した放射性物質のセルへの

導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，放射性物質

の放出経路及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除去を

優先して実施し，主排気筒から大気中への放射性物質の異常放出に至

る可能性のある事態を防止した後に実施することを基本とする。 

これらの対策に使用する重大事故等対処施設は，対策実施時に想定

される温度，圧力及び放射線の環境条件下においても必要な機能を発

揮できる。 

【補足説明資料７－２】 
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設計上定める条件より厳しい条件としての外部事象の「地震」を条

件とした場合，動的機器が全て機能喪失するとともに，全交流動力電

源も喪失し，塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失す

る。従って，機器に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，機器に接

続する塔槽類廃ガス処理設備内の圧力が上昇する場合には，塔槽類廃

ガス処理設備の配管の流路を遮断し，放射性物質をセルに導出するた

めの経路を構築することで，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を導出先

セルに開放すると共に，放射性物質を導出先セルに導出する。 

また，冷却機能が喪失している状況において，溶液が沸騰していな

い状態であっても，水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されること

に伴い，機器の気相部の放射性物質が圧縮空気により同伴され，冷却

機能が喪失した機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管に設置さ

れている水封安全器からセル等へ移行した後，地上放散する可能性が

ある。このため，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を可

能な限り低減するため，放射線分解により発生する水素による爆発を

想定する機器内の水素濃度が８ｖｏｌ％に至る時間が長い建屋への圧

縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停止するとともに，全て

の建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導出する経路を速や

かに構築する。 

導出先セルへ放射性物質を導出した場合，塔槽類廃ガス処理設備の

浄化機能を期待できないため，塔槽類廃ガス処理設備における放射性

物質の除去効率に相当する除染機器を設置し，放射性物質を可能な限

り除去する。 

具体的には，溶液が沸騰していない状態で機器の気相部へ移行し，

水素掃気の圧縮空気により同伴された放射性物質については，セルへ
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の導出経路上に設置した高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾル

を除去し，溶液の沸騰に伴い発生した蒸気及び放射性物質は，導出先

セルに導出する前に，凝縮器により沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，

蒸気に同伴する放射性物質を凝縮水として回収する。 

また，放射性物質を導出先セルへ導出した後は，放射性物質の大気

中への経路外放出を防止するため，排風機を運転し，高性能粒子フィ

ルタにより放射性エアロゾルを除去することで大気中へ放出される放

射性物質量を低減し，主排気筒から大気中へ管理しながら放出する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策の準備を完了

させる。 

これらの対策に使用する重大事故等対処施設は，対策実施時に想定

される温度，圧力，湿度及び放射線の環境条件下においても必要な機

能を発揮できる。 

【補足説明資料７－２】 
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7.1.2 蒸発乾固の発生の防止のための措置の有効性評価 

 (１) 有効性評価の方法 

蒸発乾固の発生の防止のための措置に係る有効性評価は，水の定圧

比熱等を用いた簡便な計算に基づき算出される沸騰に至るまでの時間

よりも前に，内部ループへの通水の準備を完了させ，内部ループへの

通水が実施でき，これにより高レベル廃液等の温度が沸点に至らずに

低下傾向を示すことを評価する。これらは，解析コードを用いずに評

価する。 

沸騰に至るまでの時間算出の前提となる溶液の沸点は，沸騰に至る

までの時間を安全側に評価するため，溶質によるモル沸点上昇を考慮

せず，溶液の硝酸濃度のみを考慮することとし，溶解液及び抽出廃液

では103℃，プルトニウム溶液（約24ｇＰｕ／Ｌ）では101℃，プルト

ニウム濃縮液（約250ｇＰｕ／Ｌ）では109℃，プルトニウム濃縮液

（約154ｇＰｕ／Ｌ）では105℃，高レベル濃縮廃液及び高レベル混合

廃液では102℃とする。 

沸騰に至るまでの時間の評価条件を第7.1.2－１表に示す。 

【補足説明資料７－３】 

 (２) 有効性評価の条件 

内部ループへの通水の有効性評価は，第７－１表に示す機器グルー

プ及び機器を対象に実施する。 

主要な評価条件を以下に示す。 

 ａ．事故条件 

  ⅰ．起因事象 

   有効性評価の前提となる設計上定める条件より厳しい条件は，安全

冷却水系を構成する動的機器の動的機能を広範囲に喪失させ，安全

116



 

冷却水系の冷却機能が喪失する「地震」を条件とし，安全冷却水系

を構成する動的機器が全て損傷することによって，安全冷却水系の

冷却機能が喪失することを想定する。 

  ⅱ．安全機能の喪失に対する仮定 

   設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条

件とした場合の安全機能の喪失の想定は，基準地震動の1.2倍の地震

動を入力した場合においても必要な機能を損なわない設計とした設

備以外の設備は全て機能喪失するものとし，また，全ての動的機能

の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電源喪失も想定して

いることから，更なる安全機能の喪失は想定しない。 

 ｂ．重大事故等への対処に関連する機器条件 

蒸発乾固の発生の防止のための措置に使用する機器を第7.1.2－２表

に示す。また，主要な機器の機器条件を以下に示す。 

  ⅰ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

安全冷却水系の内部ループへの通水を実施する場合には，前処理建屋

における蒸発乾固の発生の防止のための措置の実施に対して１台，分

離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸

発乾固の発生の防止のための措置の実施に対して１台を共用し，高レ

ベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の発生の防止のための措置

の実施に対して１台を使用し，各機器グループに属する機器の冷却に

必要な水を供給できる設計としていることから，以下に示す冷却に必

要な水量を供給できるものとして内部ループへの通水の有効性を評価

する。また，「7.2 蒸発乾固の拡大の防止のための措置」に示す機

器への注水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水の実施に必要
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な水の供給は，同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実施する。 

前処理建屋蒸発乾固１     約13ｍ３／ｈ 

前処理建屋蒸発乾固２     約16ｍ３／ｈ 

分離建屋蒸発乾固１     約14ｍ３／ｈ 

分離建屋蒸発乾固２     約8.8ｍ３／ｈ 

分離建屋蒸発乾固３     約10ｍ３／ｈ 

精製建屋蒸発乾固１     約2.9ｍ３／ｈ 

精製建屋蒸発乾固２     約1.2ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固１ 約1.3ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固１  約17ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固２  約14ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固３  約13ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固４  約13ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固５  約13ｍ３／ｈ 

【補足説明資料７－２】 

 ｃ．重大事故等への対処に関連する操作条件 

内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から溶液が

沸騰に至る前までに開始し，沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建

屋においても８時間50分までに作業を完了できるものとする。内部ル

ープへの通水の準備作業及び実施時に想定される作業環境を考慮した

内部ループへの通水に必要な作業と所要時間を，精製建屋を例として

第7.1.1－62図から第7.1.1－64図に示す。また，安全冷却水系の冷却

機能の喪失から第７－１表に示す機器に内包する溶液が沸騰に至るま

での時間を第7.1.2－３表に示す。 
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 ｄ．評価シナリオ 

安全冷却水系の冷却機能が喪失し，溶液の温度が上昇し始める。 

 

 ｅ．評価条件 

   安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系は１系列

運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第７－

１表に示す機器に内包する溶液が沸騰に至るまでの時間は，冷却期間15

年を基に算出した各機器の溶液の平常運転時の崩壊熱密度の最大値か

ら算出する。 

 

 (３) 有効性評価の判断基準 

蒸発乾固の発生の防止のための措置の有効性評価の判断基準は以下

のとおりとする。 

   溶液が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至る前に，水源から内部ルー

プに冷却水を通水することで，高レベル廃液等の温度が沸点に至らず

に低下傾向を示すこと。 

 上記事項の確認にあたっては，沸騰に至るまでの時間，内部ループ

への通水の準備に要する時間，内部ループへの通水開始時の溶液温度

及び内部ループへの通水開始時の平衡温度を有効性評価の評価項目と

して設定し，沸騰開始前までに内部ループへの通水の準備を完了でき

実施できること，内部ループへの通水に必要な要員が確保されている

ことを確認する。 

 

 (４) 有効性評価の結果 

   可搬型貯槽温度計により機器に内包する溶液の温度の上昇が確認され

119



 

た場合には，建屋内及び建屋外における通水準備作業の完了を確認し

た上で，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループへの

通水を開始する。 

可搬型中型移送ポンプによる精製建屋蒸発乾固１及び精製建屋蒸発

乾固２の安全冷却水系の内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却

機能の喪失から36名にて８時間50分で完了するため，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から沸騰が開始するまでの時間である11時間以内に実

施可能であり，内部ループへの通水開始時の溶液の温度は，最も温度

が高い精製建屋蒸発乾固１のプルトニウム濃縮液一時貯槽において約

96℃であり，また，内部ループへの通水実施後は，溶液の温度が低下

傾向を示し，プルトニウム濃縮液一時貯槽おいて溶液温度が約59℃で

平衡に至る。 

内部ループへの通水開始時の溶液の温度と溶液の沸点の温度差が最

も小さくなるウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固１の硝酸プ

ルトニウム貯槽の場合であっても，内部ループへの通水実施後の溶液

温度は102℃であり，また，内部ループへの通水実施後は，溶液の温度

が低下傾向を示し，硝酸プルトニウム貯槽おいて溶液温度が約56℃で

平衡に至る。 

以上の有効性評価結果を第7.1.2－３表から第7.1.2－５表に，対策

実施時のパラメータの変位を第7.1.2－１図及び第7.1.2－２図に示す。 

【補足説明資料７－３】 

【補足説明資料７－４】 

 

 (５) 評価条件の不確かさの影響評価 

 ａ．実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響 
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   冷却機能の喪失による蒸発乾固における実施組織要員の操作の時間余

裕である沸騰に至るまでの時間に与える影響を以下のとおり評価し，

影響がないことを確認した。 

 (ａ) 外部電源の考慮の観点 

安全冷却水系の冷却機能が喪失した後の溶液が沸騰に至るまでの時

間は，外部電源の有無によらず同じである。設計上定める条件より厳

しい条件の想定に係らず，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影

響はない。 

 (ｂ) 実際の熱条件の観点 

沸騰に至るまでの時間余裕の算出では，冷却水及び溶液の物性値の

変動が影響を与えると考えられるものの，時間余裕の算出は，より厳

しい結果を与えるように，各溶液の崩壊熱密度は，冷却期間15年を基

に算出した平常運転時の最大値を設定した上で，機器内の溶液量は公

称容量とし，機器からセル雰囲気への放熱を考慮せず断熱評価で実施

している。 

溶液の崩壊熱密度の平均値は，最大値に対して1.0倍から1.2倍程度

の安全余裕を有している。 

また，機器表面からセル雰囲気への放熱の効果は，機器表面温度及

びセル雰囲気の温度差に依存し，温度差が20℃から80℃の範囲におい

て鉛直平板を仮定した場合，機器表面及びセル雰囲気間の熱伝達率は

約1.8Ｗ／（ｍ２・Ｋ）から約3.0Ｗ／（ｍ２・Ｋ）となる。放熱の効果

は，溶液の崩壊熱密度に溶液の容積を乗じて算出される崩壊熱を，放

熱に寄与する機器の表面積で除して算出される値に依存し，この値が

大きい高レベル濃縮廃液，高レベル廃液及びプルトニウム濃縮液に対

する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，数％程度となる。一
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方，溶液の崩壊熱を放熱に寄与する機器の表面積で除して算出される

値が小さくなる，溶解液，抽出廃液及びＰｕ溶液に対する放熱効果は，

温度差を20℃と仮定した場合でも，溶解液に対して約30％程度，抽出

廃液に対して約40％程度，Ｐｕ溶液に対しては放熱により全ての崩壊

熱が除去される。 

溶液の崩壊熱を放熱に寄与する機器の表面積で除して算出される値

が大きい高レベル濃縮廃液，高レベル廃液及びプルトニウム濃縮液を

保持する機器は，沸騰に至るまでの時間が短いという特徴を有してお

り，溶液の崩壊熱を放熱に寄与する機器の表面積で除して算出される

値が小さい溶解液，抽出廃液及びＰｕ溶液を保持する機器は，沸騰に

至るまでの時間が長いという特徴を有していることから，断熱条件に

おいても沸騰に至るまでの時間が長い溶解液，抽出廃液及びＰｕ溶液

を保持する機器が沸騰に至るまでの時間は，断熱条件においても沸騰

に至るまでの時間が短い高レベル濃縮廃液，高レベル廃液及びプルト

ニウム濃縮液を保持する機器に比べてより長くなることになる。 

さらに実際の運転時には，全ての機器が公称容量を保有しているわ

けではなく，公称容量よりも少ない容量を保有している状態が想定さ

れるが，この場合，溶液の崩壊熱は小さくなり，沸騰に至るまでの時

間が延びることになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，評価結果に示す沸騰に至るまで

の時間は，全ての溶液においてより長い時間となる可能性があるが，

その効果は，崩壊熱の小さな溶液ほど顕著であり，各溶液の沸騰まで

の時間が逆転することはないことから，蒸発乾固への対処の作業の優

先順位及び実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

【補足説明資料７－５】 
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 (ｃ) 実施組織要員の操作の観点 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に

与える影響を考慮し，対処の制限時間である沸騰に至るまでの時間に

対して，重大事故等対策の実施に必要な準備作業を２時間前までに完

了できるよう計画することで，これら要因による影響を低減している。 

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備してお

り，実際の重大事故等への対処では，より早く作業を完了することが

できる。また，可搬型重大事故等対処設備の偶発的な単一故障を仮定

した場合であっても，予備の可搬型重大事故等対処設備を２時間以内

に設置することができることから，余裕として確保した２時間以内に

重大事故等対策を再開することができる。 

 (ｄ) 作業環境の観点 

   沸騰開始までは，有意な作業環境の悪化はなく，内部ループへの通水

の準備及び実施は，沸騰開始前までに実施することから，作業環境が

実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。 

   また，「火山」を想定した場であっても，建屋外における重大事故等

対策に係る作業は，降灰予報を受けて作業に着手することから，降灰

の影響を受けることはない。降灰発生後は，対策の維持に必要な燃料

の運搬が継続して実施されるが，除灰作業を並行して実施することを

前提に作業計画を整備しており，重大事故等対策を維持することが可

能である。 

ｂ．評価項目に与える影響 

沸騰に至るまでの時間に与える影響及び内部ループへの通水の準備

に要する時間に与える影響は，「ａ．実施組織要員の操作の時間余裕
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に与える影響」に記載したとおりである。 

内部ループへの通水実施時の溶液の温度は，内部ループへの通水の

準備に要する時間及び実際の熱条件に依存して変動するが，これらの

影響は「ａ．実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響」に記載し

たとおりである。 

内部ループへの通水時の平衡温度は，内部ループへの通水の開始タ

イミング及び通水流量に応じて変動するため，内部ループへの通水開

始初期において，特定の機器グループへ集中して通水している場合に

は，計画している流量を通水した場合よりも溶液温度の低下速度が速

まるものの，計画している機器グループの内部ループへの通水が開始

された後の定常状態では，溶液の平衡温度は評価値と同じ値となり，

通水初期の流量が溶液の平衡温度に影響を与えることはない。 

 ｃ．評価結果 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，実施組織要員の操作

の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影響を確認した。 

評価条件の不確かさが実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響

及び内部ループへの通水の評価項目に与える影響は，より厳しい結果

を与える条件で評価をしており，また，貯槽からセル雰囲気への放熱

を考慮した場合，溶液の種類によって異なるものの，沸騰に至るまで

の時間余裕が延びることとなり，より余裕が確保される方向への変動

することを確認した。また，重大事故等の対処に使用する設備の偶発

的な単一故障の想定及び作業環境の変化が実施組織要員の操作の時間

余裕及び評価項目に影響を与える可能性があるものの，余裕を持って

整備した作業計画の内数の変動に収まることを確認した。 
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 (６) 必要な要員及び資源の評価 

   冷却機能の喪失による蒸発乾固への対策に必要な要員及び資源は，蒸

発乾固の拡大の防止のための措置に必要な要員及び資源を合わせて7.3

に示す。また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に又

は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要があるため，「13.重大

事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」において示す。 

 

 (７) 判断基準への適合性の検討 

蒸発乾固の発生を未然に防止することを目的として，内部ループへ

の通水手段及び冷却コイル等への通水手段を整備しており，これらの

対策について，設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の

「地震」を条件として有効性評価を行った。 

内部ループへの通水は，沸騰開始前までに内部ループへの通水に係

る準備作業を完了し，沸騰開始前に，内部ループへの通水することで，

溶液の温度を沸点未満に維持し，溶液が沸騰に至ることを防止してい

る。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与

える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

また，「地震」以外の設計上定める条件より厳しい条件のうち，「地

震」とは異なる特徴を有する「火山」及び「配管漏えい」を条件とし

た場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

「火山」を条件とした場合には，建屋外における内部ループへの通

水の準備に要する時間に与える影響及び内部ループへの通水の維持に

与える影響を分析し，降灰予報を受けて建屋外作業に着手すること及
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び除灰作業を織り込んだ作業計画を整備していることで，内部ループ

への通水の有効性へ与える影響が小さくされていることを確認した。 

以上のことから，内部ループへの通水により蒸発乾固の発生を未然

に防止できる。 

   以上より，「(３) 有効性評価の判断基準」を満足する。 
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7.2 蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

7.2.1 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の具体的内容 

7.2.1.1 機器への注水及び冷却コイル等への通水 

安全冷却水系の内部ループへの通水が機能しなかった場合，機器に内包

する溶液の蒸発乾固の進行を防止するため，機器注水配管，可搬型建屋

内ホース，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，可

搬型中型移送ポンプにより，機器への注水を実施する。 

機器への注水は，間欠注水を前提として実施するため，余裕のある注水

の作業時間を確保した上で，ルテニウムを多く内包する第１高レベル濃

縮廃液貯槽等の高レベル濃縮廃液からのルテニウムの揮発が発生するこ

とがないよう，濃縮した状態であっても高レベル濃縮廃液の温度が115℃

以下であって，硝酸濃度が４規定以下に収まる液量として，初期液量の

70％に至る前までに機器に注水する。 

また，機器への注水により溶液の蒸発乾固の進行を防止しながら，冷却

コイル等へ通水することにより，機器に内包する溶液を冷却し，蒸発乾

固の事態の収束を図る。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋を例として，対策

の系統概要図を第7.1.1－２図，第7.1.1－３図，第7.2.1－１図から第

7.2.1－７図に，アクセスルート図を第7.2.1－８図から第7.2.1－16図に，

ホース敷設ルート図を第7.2.1－17図から第7.2.1－42図に示す。各建屋の

対策における手順及び設備の関係を第7.2.1－１表に，必要な要員及び作

業項目を第7.2.1－43図に示す。溢水ハザードマップ，化学薬品ハザード

マップ，火災ハザードマップ及び対策の手順の概要は，7.1.1に示したと

おりである。 
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ａ．機器への注水の準備判断 

7.1.1 ａ．「内部ループへの通水の実施判断」と同様である。 

機器への注水の実施のための準備作業として以下のｂ．及びｃ．へ

移行する。 

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築 

7.1.1 ｂ．「建屋外の水供給経路の構築」と同様である。 

ｃ．機器への注水の準備 

可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び機器注水配

管を接続する。建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋

内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続し，貯水槽から第７－１表に

示す機器に注水するための系統を構築する。 

また，第７－１表に示す機器に可搬型貯槽液位計を設置し，第７－

１表に示す機器に内包する溶液の温度の監視を継続する。 

ｄ．機器への注水の実施判断 

溶液が沸騰に至り，溶液量が公称容量の70％まで減少する前に機器

への通水開始を判断し，以下のe．へ移行する。  

第７－１表に示す機器への注水の実施を判断するために必要な監視

項目は，第７－１表に示す機器に内包する溶液の温度及び液位である。 

ｅ．機器への注水の実施 

第７－１表に示す機器の可搬型貯槽液位計の指示値から機器の液位

を算出し，機器への注水量を決定した上で，可搬型中型移送ポンプに

より，貯水槽から第７－１表に示す機器に注水する。注水流量は，可

搬型機器注水流量計及び可搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調

整ユニットにより調整する。 

決定した注水量の注水が完了した場合は，注水作業を停止し，第７
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－１表に示す機器の液位の監視を継続する。機器の液位監視の結果，

公称容量の70％に相当する液位に低下した場合には，第７－１表に示

す機器への注水を再開する。 

ｆ．機器への注水の成功判断 

第７－１表に示す機器の液位から，第７－１表に示す機器に注水さ

れていることを確認することで，蒸発乾固の進行が防止されているこ

とを判断する。 

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視

項目は，第７－１表に示す機器の液位である。 

ｇ．機器注水配管以外の配管を活用した機器への注水 

機器注水配管から機器への注水ができない場合には，必要に応じて

機器に接続しているその他の配管を加工し，機器へ注水する。 

 ｈ．冷却コイル等への通水による冷却の準備判断 

   内部ループへの通水が機能しないことをもって冷却コイル等への通水

による冷却のための準備に着手することを判断する。 

冷却コイル等への通水による冷却のための準備の着手を判断するた

めに必要な監視項目は，第７－１表に示す機器に内包する溶液の温度

及び内部ループへの通水流量である。 

ｉ．冷却コイル等への通水による冷却の準備 

  第７－１表に示す機器グループの内部ループへの通水が機能しない場

合には，冷却コイル又は冷却ジャケットの損傷の有無を確認するため，

内部ループへの通水のために敷設した可搬型建屋内ホース及び必要に

応じて予備の可搬型建屋内ホース並びに冷却コイル等への通水に必要

な可搬型建屋内ホースを，沸騰に至るまでの時間が概ね100時間以内と

なる分離建屋蒸発乾固１，精製建屋蒸発乾固１，ウラン・プルトニウ
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ム混合脱硝建屋蒸発乾固１及び高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固

１１から５の機器グループに属する機器の冷却コイル又は冷却ジャケ

ットに接続する。沸騰に至るまでの時間が概ね100時間を超える前処理

建屋蒸発乾固１及び２，分離建屋蒸発乾固２及び３，精製建屋蒸発乾

固２の機器グループに属する機器については，上記の機器グループに

属する機器への対応が完了した後に，可搬型建屋内ホースを冷却コイ

ル又は冷却ジャケットに接続する。また，可搬型冷却コイル圧力計及

び可搬型冷却コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置

する。 

  冷却コイル又は冷却ジャケットの冷却水出口を閉め切った状態で，可

搬型中型移送ポンプにより貯水槽から送水し，通水経路を加圧するこ

とで，可搬型冷却コイル圧力計の指示値から冷却コイル又は冷却ジャ

ケットの健全性を確認する。 

冷却コイル等への通水は，準備作業及び実施に要する作業が多いこ

とから，機器への注水，凝縮器への冷却水の通水，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導くための経路構築及び可搬型フィルタ，可搬型排風

機を用いた放出影響緩和を優先して実施し，大気中への放射性物質の

放出を抑制できる状態を整備してから実施する。 

 ｊ．冷却コイルへの通水による冷却の実施判断 

冷却コイル等への通水の準備が完了後直ちに，冷却コイル等への通

水の実施を判断し，以下のｊ．へ移行する。  

ｋ．冷却コイルへの通水による冷却の実施 

健全性が確認された冷却コイル又は冷却ジャケットに可搬型中型移

送ポンプを用いて貯水槽から通水することにより，第７－１表に示す

機器に内包する溶液を冷却する。通水流量は，必要に応じて可搬型冷
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却水流量計及び可搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニッ

トにより調整する。 

冷却コイル等への通水に必要な監視項目は，通水流量及び第７－１

表に示す溶液の温度である。 

冷却コイル等への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量

計を用いて汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収し，

可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ

移送する 

ｌ．冷却コイル等への通水の成功判断 

第７－１表に示す機器に内包する溶液の温度が85℃以下で安定して

いることを確認することにより，冷却コイル通水又は冷却ジャケット

通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

第７－１表に示す機器に内包する溶液の温度である。 

 

7.2.1.2 放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射

性物質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾ

ルの除去に関する対処 

内部ループへの通水が機能しなかった場合に，溶液の沸騰に伴い気相

中に移行する放射性物質を導出先セルに導出するため，塔槽類廃ガス処理

設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し塔槽

類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放する。 

また，機器に内包する溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質

の大気中への異常な水準の放出を防止するため，凝縮器，可搬型建屋内ホ

ース，可搬型屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，可搬型中型
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移送ポンプにより凝縮器に冷却水を通水することで，蒸気を凝縮し，放射

性エアロゾルを除去する。 

さらに，可搬型ダクトを用いて，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を

接続した上で，可搬型排風機を運転し，セル内の圧力上昇を緩和し大気中

への経路外放出を抑制しつつ，放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性

能粒子フィルタで除去し，主排気筒から大気中へ管理しながら放出する。 

冷却機能が喪失している状況において，溶液が沸騰していない状態で

あっても，水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されることに伴い，機器

の気相部の放射性物質が圧縮空気により同伴され，蒸発乾固が発生した設

備に接続する換気系統の配管に設置されている水封安全器からセル等へ移

行した後，地上放散する可能性がある。このため，気相中に移行した放射

性物質の大気中への放出を可能な限り低減するため，放射線分解により発

生する水素による爆発を想定する機器内の水素濃度が８ｖｏｌ％に至る時

間が長い前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋への圧縮空気の供給

を停止し，放射性物質の移行を停止するとともに，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニットの経路を構築する。 

放射線分解により発生する水素による爆発を想定する機器内の水素濃

度が８ｖｏｌ％に至る時間が短い分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋では，圧縮空気の供給を継続しつつ，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユニットの経路を速やかに構築し，同経路に設

置される高性能粒子フィルタにより圧縮空気に同伴する放射性エアロゾル

を除去し，大気中への放射性物質の放出量を低減する。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋を例として，対策

の系統概要図を第7.2.1－44図及び第7.2.1－45図に，必要な要員及び作業

項目を第7.2.1－43図に，アクセスルートを第7.2.1－46図から第7.2.1－
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52図に，ホース敷設ルート図を第7.2.1－53図から第7.2.1－56図に，ダク

ト敷設ルート図を第7.2.1－57図に，ケーブル敷設ルート図を第7.2.1－58

図に，各建屋の対策における手順及び設備の関係を第7.2.1－２表に，必

要な要員及び作業項目を第7.2.1－43図に示す。溢水ハザードマップ，化

学薬品ハザードマップ，火災ハザードマップ及び対策の手順の概要は，

7.1.1に示したとおりである。 

 ａ．放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物

質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除

去のための準備着手判断 

内部ループへ通水の実施判断と同様である。 

放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性

物質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの

除去のための準備作業として以下のｂ．，ｃ．及びｄ．へ移行する。 

 ｂ．建屋外の水供給経路の構築 

7.1.1 ｂ．「建屋外の水供給経路の構築」と同様である。 

 ｃ．放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物

質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除

去のための準備 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の圧縮空気の

供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，機器へ

圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

   第７－１表に示す機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝

縮し，放射性エアロゾルを除去するために，可搬型建屋内ホースを敷

設し，可搬型建屋内ホース及び凝縮器を接続する。 
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建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び

可搬型建屋外ホースを接続することにより，貯水槽から凝縮器に冷却

水を通水するための系統を構築する。また，可搬型凝縮器出口排気温

度計を設置する。 

可搬型ダクトにより，建屋排気系，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を接続し，可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線及び可搬型

発電機を可搬型電源ケーブルで接続する。また，建屋排気系のダンパ

を閉止する。 

   また，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，塔槽類廃ガス

処理設備に可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計を設置し，第7.2.1－３表及

び第7.2.1－４表に示す導出先セルの圧力を監視するため，第7.2.1－

３表及び第7.2.1－４表に示す導出先セルに可搬型導出先セル圧力計を

設置する。 

ｄ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築作業の実施判断 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，沸騰に伴

い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続

により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くた

めの経路構築作業の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

  塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質の大気中

への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を

継続し，第７－１表に示す機器に内包する溶液の温度の監視を継続す

る。温度監視の結果，第７－１表に示すいずれかの機器に内包する溶

液の温度が85℃に至り，かつ，温度の上昇傾向が続く場合には，その

機器が設置されている建屋について，沸騰に伴い気相中へ移行する放
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射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性

物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築作業の実

施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，第７－１表に示

す機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運

転状態である。 

ｅ．塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットの開放 

 塔槽類廃ガス処理設備から第7.2.1－３表に示す導出先セルに放射性

物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽

類廃ガス処理設備と第7.2.1－３表に示す導出先セルを接続している塔

槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの手動弁及び塔槽類

廃ガス処理設備の手動弁を開放する。 

これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.2.1－３表

に示す導出先セルに導出される。また，沸騰に伴い塔槽類廃ガス処理

設備の配管内の内圧が上昇した場合，発生した放射性物質は，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.2.1－３表

に示す導出先セルに導出される。 

発生した放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニットを経由して第7.2.1－３表に示す導出先セルに導出されない場

合は，安全水封器を経由して第7.2.1－４表に示す安全水封器が設置さ

れている導出先セルに導出される。 

ｆ．凝縮器への冷却水の通水の実施判断 

凝縮器への通水の準備が完了後直ちに，凝縮器への通水の実施を判
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断し，以下のｇ．へ移行する。 

ｇ．凝縮器への冷却水の通水 

可搬型中型移送ポンプにより，貯水槽から凝縮器に通水する。通水

流量は，可搬型凝縮器通水流量計及び可搬型建屋内ホースの流量調節

弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

凝縮器への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用

いて汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収，可搬型放

射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する。 

凝縮器から発生する凝縮水は，第7.2.1－５表に示す凝縮水回収セル

等に回収する。 

凝縮器への通水時に必要な監視項目は，通水流量及び凝縮器出口の

排気温度である。 

ｈ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの高性能粒子フィ

ルタの隔離 

  第７－１表に示す機器に内包する溶液が沸騰した後，可搬型フィルタ

差圧計により，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの

高性能粒子フィルタの差圧を監視し，高性能粒子フィルタの差圧が上

昇傾向を示した場合，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニ

ットの高性能粒子フィルタを隔離し，バイパスラインへ切り替える。 

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，第７－１表に示

す機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニットの高性能粒子フィルタの差圧である。 

ｉ．可搬型排風機の起動の判断 

可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排風機の起動を判断する。 

ｊ．可搬型排風機の運転 
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可搬型排風機を運転することで，大気中への経路外放出を抑制し，

セル内の圧力上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタの高性能粒子フィル

タにより放射性エアロゾルを除去し，主排気筒から大気中へ管理しな

がら放出する。また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタ

の差圧を監視する。 

ｋ．大気中への放射性物質の放出の状態監視 

排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質

の放出状況を監視する。排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，

可搬型排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性

物質の放出状況を監視する。 
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7.2.2 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の有効性評価 

 (１) 有効性評価の方法 

   沸騰に至るまでの時間の評価の考え方は，「7.1.2 蒸発乾固の発生

の防止のための措置の有効性評価」(１) 有効性評価の方法のａ．有効

性評価の方法に記載したとおりである。 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置に係る有効性評価は，沸騰に至

るまでの時間よりも前に，放射性物質の発生を抑制し，及び溶液の蒸

発乾固の進行を防止するために必要な機器への注水の準備を完了でき，

溶液が沸騰に至ったとしても，水源から機器へ注水することで，機器の

液位を一定範囲に維持でいることを評価する。また，内部ループへの

通水が機能しなかった場合に，事態の収束を図る観点で実施する冷却

コイル等への通水の準備を完了させ，冷却コイル等への通水を実施す

ることにより，溶液の温度が沸点から低下傾向を示し，沸点未満の温

度になることで事態を収束できることを評価する。 

溶液の崩壊熱による蒸発量の算出においては，溶液が濃縮する過程

において沸点が上昇するため，崩壊熱の一部は顕熱として消費され，

見かけ上，蒸発に寄与する崩壊熱が減少することで蒸発量が減少する

が，評価上は顕熱としての消費を考慮せず，全ての崩壊熱が蒸発に寄

与するものとして評価する。 

放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性

物質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの

除去に関する有効性評価は，沸騰に至るまでの時間よりも前に，これ

らの対策の準備を完了させ，これらの対策を実施できることを評価す

る。また，機器への注水が継続して実施されている状況下において，

沸騰時の放射性物質の移行率，凝縮器による放射性エアロゾルの除染
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係数，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数及

び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除染係数を考慮して，

冷却コイル等への通水の実施により事態が収束するまでの間の大気中

への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）を，機器への注水によ

る溶液の温度低下を考慮せずに評価する。 

セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－1162
（ 1 2 ）

に示

される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及

び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばくにかかる実効線

量への換算係数
（ 1 2 ）

について，セシウム－137と着目核種との比から算出す

る。ただし，プルトニウム等一部の核種は，化学形態による影響の違

いを補正する係 数
（12）（13）

を乗じて算出する。 

これらは，解析コードを用いずに評価する。 

 

 (２) 有効性評価の条件 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置の有効性評価は，第７－１表に

示す機器グループ及び機器を対象に実施する。 

主要な評価条件を以下に示す。 

 ａ．事故条件 

  ⅰ．起因事象 

   有効性評価の前提となる設計上定める条件より厳しい条件は，安全

冷却水系を構成する動的機器の動的機能を広範囲に喪失させ，安全

冷却水系の冷却機能が喪失する「地震」を条件とし，安全冷却水系

を構成する動的機器が全て損傷することによって，安全冷却水系の

冷却機能が喪失することを想定する。 

  ⅱ．安全機能の喪失に対する仮定 
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   設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条

件とした場合の安全機能の喪失の想定は，基準地震動の1.2倍の地震

動を入力した場合においても必要な機能を損なわない設計とした設

備以外の設備は全て機能喪失するものとし，また，全ての動的機能

の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電源喪失も想定して

いることから，更なる安全機能の喪失は想定しない。 

 

 ｂ．重大事故等への対処に関連する機器条件 

   蒸発乾固の拡大の防止のための措置に使用する機器を第7.1.2－２表

に示す。また，主要な機器の機器条件を以下に示す。 

  ⅰ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

機器への注水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水を実施する

場合には，前処理建屋における蒸発乾固の拡大の防止のための措置の

実施に対して１台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋における蒸発乾固の拡大の防止のための措置の実施に対し

て１台を共用し，高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡

大の防止のための措置の実施に対して１台を使用し，機器への注水，

冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水を実施するのに必要な水を

供給できる設計としていることから，以下に示す必要な水量を供給で

きるものとして各対策の有効性を評価する。 

また，「7.1 蒸発乾固の発生の防止のための措置」に示す内部ル

ープへの通水の実施に必要な水の供給は，同じ可搬型中型移送ポンプ

を用いて実施する。 
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  (ⅰ) 蒸発速度の３倍の流量を想定した場合の機器への注水流量 

前処理建屋     約3.3×10－１ｍ３／ｈ 

分離建屋      約7.5×10－１ｍ３／ｈ 

精製建屋      約4.0×10－１ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  約9.3×10－２ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約5.5ｍ３／ｈ 

  (ⅱ) 冷却コイル等への通水流量 

前処理建屋     約2.3ｍ３／ｈ 

分離建屋      約5.2ｍ３／ｈ 

精製建屋      約2.8ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  約1.0ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約51ｍ３／ｈ 

  (ⅲ) 凝縮器への通水流量 

前処理建屋     約10ｍ３／ｈ 

分離建屋      約30ｍ３／ｈ 

精製建屋      約６ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  約６ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約45ｍ３／ｈ 

【補足説明資料７－２】 

  ⅱ．塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁 

   塔槽類廃ガス処理設備に設置されている隔離弁を閉止することによ

り，塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路が遮断される。 

  ⅲ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

   塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放すること

により，塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質が塔槽類廃ガス処理設
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備から凝縮器及び高性能粒子フィルタを経由して放射性物質の導出

先セルに導出される。 

  ⅳ．可搬型フィルタ 

可搬型フィルタの高性能粒子フィルタは，１段当たり10３以上

（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，２段で構成する。 

  ⅴ．可搬型発電機 

可搬型発電機は，１台当たり約80ｋＶＡの容量を有し，前処理建屋

の可搬型排風機の運転に対して１台，分離建屋の可搬型排風機の運転

に対して１台，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可

搬型排風機の運転に対して１台，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬

型排風機の運転に対して１台を使用し，可搬型排風機を起動し，運転

するのに必要な電力を供給できる設計としていることから，以下に示

す必要な電力を供給できるものとして各対策の有効性を評価する。 

前処理建屋の可搬型排風機  約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

分離建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

精製建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機  

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機   

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

 

【補足説明資料７－２】 

  ⅵ．凝縮器 

凝縮器は，機器からの沸騰蒸気を凝縮させるために必要な除熱能力

を有する。 
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ⅸ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの高性能粒子フ

ィルタ 

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの高性能粒子フ

ィルタは，水素掃気用の圧縮空気に同伴される放射性物質に対して１

段当たり10３以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，１段で

構成する。 

ⅹ．凝縮水回収先セルの漏えい液受皿 

前処理建屋の凝縮水回収先セルである放射性配管分岐第１セルの漏

えい液受皿容量は約 ｍ３，分離建屋の凝縮水回収先セルである廃液

受槽セル及び放射性配管分岐第１セルの漏えい液受皿容量は各々約

ｍ３及び約 ｍ３，精製建屋の凝縮水回収先セルである精製建屋一

時貯留処理槽第１セルの漏えい液受皿容量は約 ｍ３，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋の凝縮水回収先セルである凝縮廃液受槽Ａセ

ル，凝縮廃液受槽Ｂセル及び凝縮廃液貯槽セルの漏えい液受皿容量は

約 ｍ３，高レベル廃液ガラス固化建屋の凝縮水回収先セルである固

化セルは，固化セル内がステンレス鋼の内張りが施されていることを

考慮し，セル貫通部高さまでの容量として約 ｍ３を凝縮水受入れ

可能量として確保する。 

ｃ．重大事故等への対処に関連する操作条件 

機器への注水に係る準備作業は，安全冷却水系の冷却機能の喪失か

ら溶液が沸騰に至る前までに開始し，沸騰に至るまでの時間が最も短

い精製建屋においても９時間までに作業を完了できるものとする。ま

た，冷却コイル等への通水に係る準備作業については，機器への注水

により蒸発乾固の進行を緩和し，乾燥・固化に至ることを防止できて

について商業機密上の観点から公開できません。
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いることから，冷却コイル等への通水実施に対する制限時間はないが，

事態の収束のため速やかに作業を完了させる。 

機器への注水の準備作業時に想定される作業環境を考慮した機器へ

の注水に必要な作業と所要時間及び冷却コイル等への通水に必要な作

業と所要時間を，精製建屋を例として第7.2.1－43図に示す。 

沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質を放射性物質の導出先セル

に導くための塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の閉止操作は，各建屋の

操作完了時間を包含可能な時間として，安全冷却水系の冷却機能の喪

失から3時間10分後に完了するものとする。 

可搬型ダクトによる可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続，可搬

型排風機及び可搬型発電機の接続並びに凝縮器への冷却水の通水は，

安全冷却水系の冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至る前までに開始し，

沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建屋においても８時間30分まで

に作業を完了できるものとする。 

これらの対策の準備及び実施時に想定される作業環境を考慮した必

要な作業と所要時間を，精製建屋を例として第7.2.1－43図に示す。ま

た，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第７－１表に示す機器に内包

する溶液が沸騰に至るまでの時間を第7.1.2－３表に示す。 

 

 ｄ．評価シナリオ 

   安全冷却水系の冷却機能が喪失し，溶液の温度が上昇し始める。 

 安全冷却水系の冷却機能の喪失に対し，重大事故等の発生防止対策

である安全冷却水系の内部ループへの通水を試みるものの，可搬型中

型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース又は可搬型建屋外ホースに具発的

な単一故障が発生し，冷却機能の回復には至らず，第７－１表に示す
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精製建屋の最も時間余裕の短い機器で約11時間後に沸騰に至る。沸騰

開始前に，凝縮器に冷却水を通水することで，蒸気を凝縮し，放射性

エアロゾルを除去する。 

精製建屋の塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止すること及び精製

建屋の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放する

ことにより，内圧上昇により精製建屋の塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニットから放射性物質の導出先セルに放射性物質が導

出され，気相中の放射性エアロゾルはセルへの導出経路及び導出先セ

ルへ沈着する。導出先セルに導出された放射性物質は，可搬型排風機

及び可搬型フィルタによる放射性物質量の低減の後，主排気筒から大

気中へ管理しながら放出される。 

 また，機器への注水を定期的に実施し，溶液の硝酸濃度の上昇の抑

制を図る。 

溶液の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出

量評価の評価シナリオは，「8.2.4 水素爆発の拡大の防止のための措

置の有効性評価」に示すとおりである。 

 

 ｅ．評価条件 

安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系は１系

列運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第７

－１表に示す機器に内包する溶液が沸騰に至るまでの時間は，冷却期間

15年を基に算出した各機器の溶液の平常運転時の崩壊熱密度の最大値

から算出する。 

   主排気筒から大気中への放射性物質の放出量の評価は，溶液の沸騰前

の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評価及び溶液

145



 

の沸騰後の冷却コイル等への通水の実施により事態が収束するまでの

主排気筒から大気中への放射性物質の放出量評価に分けられる。 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等

が発生する貯槽が保有する放射性物質量に対して，溶液が沸騰を開始

してから乾燥・固化に至るまでの期間のうち，放射性物質の放出に寄

与する時間割合，溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割

合，大気中への放出経路における低減割合を乗じて算出する。 

また，評価した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への

換算係数を乗じて，大気中へ放出された放射性物質の放出量（セシウ

ム－137換算）を算出する。 

 ⅰ．溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評価 

    溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評価の評価

条件については，「8.2.4 水素爆発の拡大の防止のための措置の有

効性評価」に示すとおりである。 

 ⅱ．溶液の沸騰後の事態の収束までの放射性物質の放出量評価 

(ⅰ) 第７－１表に示す機器を対象に大気中への放射性物質の放出量を

評価する。 

(ⅱ) 安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系が１

系列運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失から

第７－１表に示す機器に内包する溶液が沸騰に至るまでの時間は，

各機器の溶液の崩壊熱密度から算出する。 

(ⅲ) 第７－１表に示す機器に内包する溶液中の放射性物質の濃度は，

１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰ

ｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期

間15年を基に算出した平常運転時の最大値とする。 
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(ⅳ) 機器が保有する放射性物質量は，上記(ⅲ)において算出した放射性

物質の濃度に，第７－１表の機器に内包する溶液の体積を乗じて算

出する。 

(ⅴ) 溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，模擬高

レベル廃液400ｍＬを蒸気流速が1.1ｃｍ／ｓとなるように沸騰させ，

模擬高レベル廃液が乾燥・固化に至り，乾固物の温度が140℃に到達

するまでの間に，試料容器以降で捕集された物質の割合を測定した

試験に基づき積算移行率を0.005 ％
（３）

とする。模擬高レベル廃液を沸騰

させた試験では，ブロアにより流量10Ｌ／ｍｉｎで吸引が行われ，

吸引に伴い，試験装置内の圧力を一定に保つためＮ２ガスが自動的に

供給されるため，掃気Ｎ２ガスに起因する放射性物質の移行も含まれ

る。また，高さ約0.8ｍでは，本来，移行率に含まれない粗大粒子を

含むおそれがあるが、安全余裕を見込んだ移行率として採用してい

る。 

(ⅵ) 溶液が沸騰を開始してから乾燥・固化に至るまでの期間のうち，

放射性物質の放出に寄与する時間割合は，個別機器毎に算出する。

算出方法は，沸騰開始から蒸発乾固に対する冷却コイル等への通水

により事態が収束するまでの期間を溶液が沸騰を開始してから乾

燥・固化に至るまでの期間で除して算出する。個別機器毎の設定値

を第7.2.2－１表に示す。また，沸騰開始前までに冷却コイル通水に

より事態が収束する機器については，放射性物質の放出がないため

０とする。 

(ⅶ) 第７－１表に示す機器に内包する溶液で，事態の収束までに沸騰

に伴い発生した放射性物質及び蒸気は，凝縮器による蒸気の凝縮及

び放射性エアロゾルの除去を経て，精製建屋の塔槽類廃ガス処理設
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備からセルに導出するユニットから放射性物質の導出先セルに導出

され，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタを経て主排気筒から大

気中へ放出されるものとする。 

(ⅷ) 放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は，

10とする。 

(ⅸ) 上記(ⅶ)の凝縮器による放射性エアロゾルの除染係数は，10とする。

また，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタは２段であり，放射性

エアロゾルの除染係数は，凝縮器による蒸気の凝縮及び高レベル廃

液ガラス固化建屋においては，高性能粒子フィルタの上流に設置す

る可搬型デミスタによるミストの除去により，高性能粒子フィルタ

が所定の性能を発揮できることから10５とする。 

【補足説明資料７－７】 

  

 (３) 有効性評価の判断基準 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置の有効性評価の判断基準は以下

のとおりとする。 

   溶液が沸騰に至ったとしても，水源から機器へ注水することで，機器

の液位を一定範囲に維持でいること。また，蒸発乾固の拡大の防止の

ための措置として冷却コイル等へ通水することにより，溶液の温度が

沸点から低下傾向を示し，沸点未満の温度になることで事態を収束で

きること。 

また，蒸発乾固の拡大の防止のための措置として実施する冷却コイ

ル等への通水による事態の収束までに大気中へ放出される放射性物質

の放出量が，セシウム－137換算で100ＴＢｑを下回るものであって，

かつ，実行可能な限り低いこと。また，事態の収束までに発生する凝
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縮水の発生量が，凝縮の回収先セルの漏えい液受皿の容量を下回るこ

と。 

上記事項の確認にあたっては，沸騰に至るまでの時間，機器への注

水の準備に要する時間及び冷却コイル等への通水時の平衡温度を有効

性評価の評価項目として設定し，沸騰開始前までに機器への注水の準

備を完了できること，機器への注水若しくは冷却コイル又は冷却ジャ

ケットへの通水の準備に必要な要員が確保されていること，冷却コイ

ル等への通水実施後の溶液の平衡温度が沸点未満となることを確認す

る。 

また，放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び

放射性物質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロ

ゾルの除去に関する対策の準備に要する時間，事態の収束までに大気

中へ放出される放射性物質の放出量及び凝縮水発生量を有効性評価の

評価項目として設定し，沸騰開始前までに放射性物質のセルへの導出，

凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，セル及び高性能粒

子フィルタによる放射性エアロゾルの除去に関する対策の準備を完了

できること，これらの対策の準備に必要な要員が確保されていること，

事態の収束までに大気中へ放出される放射性物質の放出量がＣｓ－137

換算で100ＴＢｑを下回ること及び凝縮水発生量が漏えい液受皿の容積

を下回ることを確認する。 

 

 (４) 有効性評価の結果 

沸騰に至るまでの時間が最も短い機器を有する精製建屋における可

搬型中型移送ポンプによる機器への注水準備は，安全冷却水系の冷却

機能の喪失から36名にて９時間で完了するため，安全冷却水系の冷却
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機能の喪失から沸騰が開始するまでの時間である11時間以内に注水準

備の完了が可能である。 

また，重大事故等の発生防止対策が機能しなかった場合に実施する

冷却コイル等への通水による機器に内包する溶液の冷却は，健全な冷

却配管が１本あれば可能であり，沸騰開始から冷却コイル等への通水

が実施されるまでの時間が最も長い精製建屋蒸発乾固１に属する機器

に対して冷却コイル等への通水を実施する場合，精製建屋で32名にて

30時間40分で作業を完了でき，冷却コイル等への通水実施後は，溶液

の温度が沸点から低下傾向を示し，溶液の平衡温度が最も高いプルト

ニウム濃縮液受槽で約75℃で平衡に至る。 

同様に，上記以外の機器グループである精製建屋蒸発乾固２に属す

る機器に対して冷却コイル等への通水を実施する場合，精製建屋で34

名にて37時間30分で作業を完了でき，溶液の平衡温度は，最も温度が

高いプルトニウム溶液受槽で約70℃である。 

以上の有効性評価結果を第7.1.2－３表から第7.1.2－５表に，対策

実施時のパラメータの変位を第7.2.2－１図に示す。 

溶液の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出

量（セシウム－137換算）は平常運転時程度である。また，大気中への

放射性物質の放出量を第7.1.2－５表に示す。 

溶液の沸騰から事態の収束までの大気中への放射性物質の放出量

（セシウム－137換算）は，精製建屋において約５×10－６ＴＢｑとなり，

また，事態の収束までに主排気筒から大気中へ放出される放射性物質

の吸入による敷地境界外の被ばく線量は，精製建屋において約４×10－

６ｍＳｖである。精製建屋の主排気筒から大気中への放射性物質の放出

量及び大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）の詳細を
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第7.2.2－２表及び第7.1.2－５表に示す。また，放射性物質が大気中

に放出されるまでの過程を第7.2.2－４図に示す。 

また，事態が収束するまでに発生する凝縮水は，漏えい液受皿の容

量に対して凝縮水発生量の占める割合が大きい精製建屋において約３

ｍ３である。事態が収束するまでに発生する凝縮水の発生量の詳細を第

7.1.2－５表に示す。 

【補足説明資料７－８】 

可搬型中型移送ポンプによる凝縮器への冷却水の通水は，精製建屋

において24名にて８時間30分で完了するため，安全冷却水系の冷却機

能の喪失から沸騰が開始するまでに実施可能である。また，可搬型フ

ィルタの高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルを除去するため

の系統構築は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から，精製建屋におい

て38名にて５時間30分で完了するため，安全冷却水系の冷却機能の喪

失から沸騰が開始するまでに完了可能である。 

以上より，放射性物質をセルへ導出する手段，凝縮器により発生し

た蒸気及び放射性物質を除去し，セル及び高性能粒子フィルタによる

放射性エアロゾルを除去する手段は，蒸発乾固に伴い気相部へ移行す

る放射性物質に対して各々十分な除染効率を確保し，また，放射性物

質のセルへの導出に係る準備作業，凝縮器への冷却水の通水に係る準

備作業及び可搬型フィルタ，可搬型デミスタ，可搬型排風機，可搬型

ダクトを建屋換気設備に接続し，主排気筒から大気中へ放射性物質を

管理放出するための準備作業を沸騰開始前で実行可能な限り早期に完

了させ，これらを稼動させることで事態が収束するまでの主排気筒か

ら大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）が100ＴＢｑ

を下回り，また，凝縮水の発生量が凝縮水回収先セルの漏えい液受皿
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の容量を下回ることから，安全冷却水系の冷却機能の喪失による大気

中への放射性物質の異常な水準の放出を防止することができる。 

以上の有効性評価結果を第7.1.2－３表から第7.1.2－５表に，対策

実施時のパラメータの変位を第7.2.2－２図及び第7.2.2－３図に示す。 

 

 (５) 評価条件の不確かさの影響評価 

 ａ．実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響 

冷却機能の喪失による蒸発乾固における実施組織要員の操作の時間

余裕である沸騰に至るまでの時間に与える影響を以下のとおり評価し，

影響がないことを確認した。 

 (ａ) 外部電源の考慮の観点 

   7.1.2(５)ａ．(ａ)に記載したとおりである。 

 (ｂ) 実際の熱条件の観点 

沸騰に至るまでの時間に与える影響は，7.1.2(５)ａ．(ｂ)に記載したと

おりである。 

機器への注水の実施間隔に与える影響は，溶液の容量が初期容量の

70％までの時間が影響するものの，沸点の上昇は５℃程度であり，例

えばプルトニウム濃縮液１ｍ３の場合，30％の溶液に消費される熱量が

約4.5×10８Ｊなのに対し，５℃の温度上昇に必要な熱量が約２×10７Ｊ

であり，崩壊熱の５％程度が顕熱として消費されることが想定される。 

従って，初期容量から70％容量に至るまでの時間が数％延びること

になるが。 

以上より，実際の熱条件の下では，評価結果に溶液の容量が初期容

量の70％に至るまでの時間は，全ての溶液においてより長い時間とな

る可能性があるが，時間余裕が延びる方向の変動であることから，実

152



 

施組織要員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

 (ｃ) 実施組織要員の操作の観点 

   7.1.2(５)ａ．(ｃ)に記載したとおりである 

 (ｄ) 作業環境の観点 

沸騰開始までは，有意な作業環境の悪化はなく，機器への注水の準

備，放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射

性物質の除去，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾル

の除去に関する対策の準備及び実施は，沸騰開始前までに実施するこ

とから，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えるこ

とはない。 

冷却コイル等への通水の準備及び実施は，沸騰開始後に実施される

ことから，作業環境が悪化している可能性があり，これに伴い冷却コ

イル等への通水の準備及び実施が遅れる可能性がある。この場合，影

響が及ぶのは評価項目のうちの大気中への放射性物質の放出量となる。

この影響については，以下のｂ．評価項目に与える影響に記載する。 

「火山」を想定した場合の影響は，7.1.2(５)ａ．(ｄ)に記載したとおり

である。 

 

 ｂ．評価項目に与える影響 

沸騰に至るまでの時間に与える影響及び重大事故等の発生防止対策

の準備に要する時間に与える影響は，「ａ．実施組織要員の操作の時

間余裕に与える影響」に記載したとおりである。また，冷却コイル等

への通水時の平衡温度は，7.1.2(５)ｂ．の内部ループへの通水時の平衡

温度に与える影響と同じである。 

大気中への放射性物質の放出量に与える影響については，以下の

153



 

「(ａ) 放射性物質の放出量評価に用いるパラメータの不確かさ」及び

「(ｂ) 機器への注水による溶液温度低下に起因する不確かさ」に示す

とおりである。 

(ａ) 放射性物質の放出量評価に用いるパラメータの不確かさ 

放射性物質の放出量評価に用いるパラメータは不確かさを有するた

め，大気中への放射性物質の放出量に影響を与える。不確かさを考慮

した各パラメータの幅を以下に示す。 

  １） 溶液の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放

出量評価 

    溶液の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出

量評価の五因子法に関する設定パラメータの不確かさについては，

「8.2.4 水素爆発の拡大の防止のための措置の有効性評価」に示す

とおりである。 

  ２） 溶液の沸騰後の事態の収束までの放射性物質の放出量評価 

ⅰ．貯槽が保有する放射性物質量 

再処理する使用済燃料の冷却期間を15年，機器が取り扱うことがで

きる最大液量を保有しているものとして算出する放射性物質量の最大

値を設定する。 

再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，放射性物

質量の最大値は，１桁未満の下振れを有する。また，再処理する使用

済燃料の冷却年数によっては，減衰による放射性物質量のさらなる低

減効果を見込める可能性がある。 

ⅱ．溶液が沸騰を開始から乾燥・固化に至るまでの期間のうち，放射

性物質の放出に寄与する時間割合 

蒸発乾固の発生が想定される溶液の崩壊熱密度に依存するパラメー
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タであり，再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，

崩壊熱密度の最大値は，１桁未満の下振れを有する。また，再処理す

る使用済燃料の冷却年数によっては，減衰による崩壊熱密度のさらな

る低減効果を見込める可能性がある。 

一方，溶液が沸騰を開始から乾燥・固化に至るまでの期間のうち，

放射性物質の放出に寄与する時間割合は，冷却コイル等への通水が実

施されるタイミングに依存し，大気中への放射性物質の放出量に対す

る感度が大きいと考えられる。この感度を把握するため，冷却コイル

等への通水の準備の計画値である30時間40分に対し，安全側の想定と

して，冷却コイル等への通水の準備にさらに24時間の時間を要し，54

時間40分後に冷却コイル等への通水が開始されたと想定した場合，放

射性物質の放出量は約３倍※となり，条件によっては，設定値に対し

て１桁未満の上振れを有する可能性がある。 

※54時間40分÷(30時間40分－11時間)＝2.84 

ⅲ．溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

実験値に基づき安全余裕を見込んで0.005％を設定しているが，実

験体系が実機の体系を全て網羅できておらず，体系に起因した不確か

さが存在する。上限としては，臨界に伴う沸騰時の移行率である

0.05％があり，また，実験値に対して安全余裕を見込んで設定してい

るため，１桁未満の下振れを有する。 

また，設定した移行割合は，沸騰開始から乾燥・固化までの間の積

算移行率を確認した実験に基づき設定したものであり，沸騰初期と乾

燥・固化に至る沸騰晩期とでは，溶液の性状が異なり，性状に応じた

移行率の変化の可能性がある。これについては，移行割合の設定にあ

たって参照した実験における積算移行率の時間変化を確認し，沸騰初
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期と沸騰晩期において有意な差を確認できなかったことから，溶液の

性状の差が移行割合に与える影響は無視できると判断できる。 

以上より，設定値に対して１桁未満の下振れを有し，条件によって

は，設定値に対して１桁程度の上振れを有する可能性がある。 

ⅳ．貯槽から主排気筒までに除去される放射性物質の割合 

設定値に対して，凝縮器による除去効果として１桁程度の下振れ並

びに各建屋の塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴，放射性物質の導

出先セル及び各建屋の建屋排気系の構造的な特徴として１桁程度の下

振れを有する。 

さらに，第７－１表に示す機器から放射性物質の導出先セルまでの

経路上の精製建屋の塔槽類廃ガス処理設備の配管は，曲がり部が多く

数十ｍ以上の長さがあり，多数の機器で構成されるほか，凝縮器によ

る蒸気の凝縮効果により，放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの

減衰や放射性エアロゾルの沈着による除去が期待できる。また，放射

性物質の導出先セルへの導出後においては，放射性物質を導出先セル

へ導出することによる放射性エアロゾルの重力沈降による除去，精製

建屋の建屋排気系のダクトの曲がり部における慣性沈着及び圧力損失

による放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰により放射性エ

アロゾルは除去されるため，条件によっては１桁程度の下振れを見込

める可能性がある。 

一方，条件によっては，設定値に対して，凝縮器による除去効果，

精製建屋の塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴，放射性物質の導出

先セル及び各建屋の建屋排気系の構造的な特徴全体で１桁程度の上振

れを有する可能性がある。 

なお，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質のうち，ルテニウム
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については，気相中への移行が沸騰による飛まつ同伴であり，エアロ

ゾルとして移行すると考えられるものの，仮に揮発性の化学形態であ

った場合，凝縮器，放出経路構造物及び高性能粒子フィルタの除染係

数が期待できない可能性がある。ルテニウムの除染係数がまったく期

待できないとした場合，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－

137 換算）は，高レベル廃液ガラス固化建屋の場合で 40 倍程度とな

る。 

(ｂ) 機器への注水による溶液温度低下に起因する不確かさ 

沸騰している溶液へ注水することにより，沸騰状態にある溶液が未

沸騰状態へ移行することで，放出量が低減する可能性がある。 

機器注水により溶液の温度を沸点未満に下げるためには，溶液が有

する崩壊熱に対して，注水により投入される水が沸点に至るまでの熱

量（顕熱）が大きくなければならず，蒸発速度の約８倍以上の注水速

度で注水する必要がある。 

機器への注水では，過剰な量の注水による機器内溶液のオーバーフ

ローの可能性もあり，いかなる条件においても蒸発速度の８倍以上の

注水速度を確保することが困難であることから，機器への注水による

放出量低減に係る不確かさの幅の設定は行わない。 

【補足説明資料７－９】 

 ｃ．評価結果 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，実施組織要員の操作

の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影響を確認した。 

評価条件の不確かさが実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響

及び重大事故等の発生防止対策の評価項目に与える影響は，より厳し

い結果を与える条件で評価をしており，また，貯槽からセル雰囲気へ
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の放熱を考慮した場合，溶液の種類によって異なるものの，沸騰に至

るまでの時間余裕が延びることとなり，より余裕が確保される方向へ

の変動することを確認した。また，重大事故等の対処に使用する設備

の偶発的な単一故障の想定及び作業環境の変化が実施組織要員の操作

の時間余裕及び評価項目に影響を与える可能性があるものの，余裕を

持って整備した作業計画の内数の変動に収まることを確認した。 

また，大気中への放射性物質の放出量評価では，放出量算出におい

て考慮する各パラメータに上振れ又は下振れする可能性があるものの，

その幅は，各パラメータにおいて１桁程度であり，100ＴＢｑに対する

事態が収束するまでの主排気筒から大気中への放射性物質の放出量

（セシウム－137換算）の寄与割合に与える影響が大きくないことを確

認した。 

(６) 必要な要員及び資源の評価

冷却機能の喪失による蒸発乾固への対策に必要な要員及び資源は，蒸

発乾固の発生の防止のための措置に必要な要員及び資源を合わせて

7.3に示す。また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時

に又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要があるため，

「13.重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」において示

す。 

(７) 判断基準への適合性の検討

蒸発乾固の拡大の防止のための措置として，蒸発乾固の発生が想定

される機器への注水手段，冷却コイル等への通水手段，機器において

沸騰に伴い気相へ移行した放射性物質をセルへ導出する手段，凝縮器

により発生した蒸気及び放射性物質を除去し，セル及び高性能粒子フ
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ィルタによる放射性エアロゾルを除去する手段を整備しており，これ

らの対策について，設計上定める条件より厳しい条件における外部事

象の「地震」を条件として有効性評価を行った。 

機器への注水は，沸騰開始前までに機器への注水に係る準備作業を

完了し，沸騰後，沸騰に伴い減少した溶液を補填するため，定期的に

機器へ注水することで，蒸発乾固が進行することを防止している。 

また，実施組織要員に余裕ができた時点で，機器への注水により蒸

発乾固が進行するのを防止している状態を維持しながら，冷却コイル

等への通水の準備に着手し，準備が完了した後に実施することで，溶

液の温度を沸点未満へ移行させることで，蒸発乾固の事態の収束を図

り，安定状態を維持できる。 

放射性物質をセルへ導出する手段，凝縮器により発生した蒸気及び

放射性物質を除去し，セル及び高性能粒子フィルタによる放射性エア

ロゾルを除去する手段は，蒸発乾固に伴い気相部へ移行する放射性物

質に対して各々十分な除染効率を確保し，大気中への放射性物質の放

出量を可能な限り低減している。また，放射性物質のセルへの導出に

係る準備作業，凝縮器への冷却水の通水に係る準備作業及び可搬型フ

ィルタ，可搬型デミスタ，可搬型排風機，可搬型ダクトを建屋換気設

備に接続し，主排気筒から大気中へ放射性物質を管理放出するための

準備作業を沸騰開始前で実行可能な限り早期に完了させ，これらを稼

動させることで主排気筒から大気中への放射性物質の放出量を低減で

きる。事態が収束するまでの沸騰による主排気筒から大気中への放射

性物質の放出量（セシウム－137 換算）は，最も放出量の大きい精製建

屋においても約５×10－６ＴＢｑである。 
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評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与

える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は無視できる又

は小さいことを確認した。 

また，「地震」以外の設計上定める条件より厳しい条件のうち，「地

震」とは異なる特徴を有する「火山」を条件とした場合に有効性評価

へ与える影響を分析した。この結果，「地震」以外の条件においても，

蒸発乾固の拡大の防止のための措置が有効であることが確認した。 

以上のことから，内部ループへの通水が機能しなかったとしても機

器への注水により放射性物質の発生を抑制し，蒸発乾固の進行を防止

でき，冷却コイル等への通水により事態を収束させることができる。

また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放出量は妥当である

と考えられ，大気中への異常な水準の放出を防止することができる。 

  以上より，「(３) 有効性評価の判断基準」を満足する。 
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7.3 蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に必要な要員及び資源 

蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に必要な要員及び資源を以下

に示す。 

また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に又は連鎖して発

生する事象の影響を考慮する必要があるため，「13.重大事故が同時に又は

連鎖して発生した場合の対処」において示す。  

 (１) 必要な要員の評価 

蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に必要な要員は，設計

上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条件とし

て場合で合計86名である。 

「地震」とは異なる環境条件をもたらす可能性のある設計上定める

条件より厳しい条件における外部事象の「火山」を条件とした場合，

合計86名となる。 

また，設計上定める条件より厳しい条件における内部事象の「長時

間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機器の多重故障」を条件とし

た場合は，「地震」を条件とした場合に想定される環境条件より悪化

することが想定されず，対処内容にも違いがないことから，必要な要

員は合計86名以内である。 

以上より，蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に必要な要

員は，最大でも86名となる。 

 (２) 必要な資源の評価 

蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に必要な水源及び電源

を以下に示す。 

  ⅰ．水源 

蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置で使用した排水は，貯
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水槽へ戻し再利用する。この場合，貯水槽の水量は，機器への注水，

可搬型排水受槽及び貯水槽からの蒸発によって水量が減少するため，

この減少分を考慮した貯水槽の温度上昇程度を推定するとともに，冷

却への影響を分析した。 

貯水槽及び通水経路からの放熱を考慮せず断熱を仮定した場合であ

っても，貯水槽の水温の上昇は１日あたり約 3.1℃であり，実際の放

熱を考慮すれば冷却を維持することは可能である。 

貯水槽の水温の上昇は以下の仮定により算出した。 

冷却対象貯槽の総熱負荷 ： 1,470ｋＷ 

貯水槽の水量 ： 9,970ｍ３※１ 

貯水槽の初期水温 ： 29℃ 

貯水槽の水の密度 ： 996ｋｇ／ｍ３※２ 

貯水槽の水の比熱 ： 4,179Ｊ／ｋｇ／Ｋ※ 

※１ 機器に内包する溶液が沸騰することによって消費する蒸発量を 30ｍ３

とし，貯水槽の１区画分の容積 10,000ｍ３から減じて設定。 

貯水槽からの自然蒸発分を考慮した場合，現実的には想定し得ない条

件として，冷却対象貯槽の総熱負荷により貯水槽の水が蒸発する前提

を置いた場合，蒸発量は約 310ｍ３となる。これを考慮した場合であ

っても，貯水槽の温度上昇は約 3.2℃／日である。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を引用

貯槽から回収した熱量はそのまま貯水槽の水に与えられることから、

貯水槽の１日あたりの水温上昇⊿Ｔは次のとおり算出される。 

⊿Ｔ[℃／日] ＝ 1470000[Ｊ／ｓ]×86400[ｓ／日] 
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                ／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／ｍ３]×4179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ] 

           ＝ 約 3.1℃／日 

 

   機器への注水に必要な水量は，７日間の対応を考慮すると，以下に示

す量の水が必要である。 

   前処理建屋                 約1.1ｍ３ 

   分離建屋                  約20ｍ３ 

   精製建屋                  約20ｍ３ 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋      約4.4ｍ３ 

   高レベル廃液ガラス固化建屋         約270ｍ３ 

   全建屋合計                 約310ｍ３ 

 

ⅱ．燃料 

蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置に使用する可搬型中型

移送ポンプは，７日間の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が

必要である。 

【貯水槽から建屋への水供給】 

前処理建屋        約5.7ｋＬ 

分離建屋，精製建屋 

及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋  約6.9ｋＬ 

高レベル廃液ガラス固化建屋     約6.4ｋＬ 

【建屋から貯水槽への排水】 

前処理建屋及び分離建屋      約6.8ｋＬ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 約6.9ｋＬ 

高レベル廃液ガラス固化建屋     約6.4ｋＬ 
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全建屋合計       約39ｋＬ 

 

また，蒸発乾固の拡大の防止のための措置に使用する可搬型発電機

は，７日間の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

前処理建屋         約2.5ｋＬ 

分離建屋         約3.0ｋＬ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 約3.0ｋＬ 

高レベル廃液ガラス固化建屋      約2.9ｋＬ 

全建屋合計         約12ｋＬ 

 

    以上より，全ての建屋の蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措

置を７日間継続して実施するのに必要な軽油は合計で約51ｋＬである。 

 

【補足説明資料７－６】 

 

 ⅲ．電源  

   前処理建屋における蒸発乾固の拡大の防止のための措置に必要な負

荷は，重大事故等対処施設の可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必

要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約32ｋＶＡで

ある。 

分離建屋における蒸発乾固の拡大の防止のための措置に必要な負荷

は，重大事故等対処施設の可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必要

な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約32ｋＶＡである。 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固
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の拡大の防止のための措置に必要な負荷は，精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋の重大事故等対処施設の可搬型排風機の約11

ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮して

も約63ｋＶＡである。 

高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大の防止のため

の措置に必要な負荷は，重大事故等対処施設の可搬型排風機の約5.2

ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮して

も約32ｋＶＡである。 

【補足説明資料７－６】 
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添付資料：機器への注水が機能しない場合の放出量評価 

 (１) 放出量評価の方法 

   安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，内部ループへの通水及び機

器への注水が機能しない場合の放出量評価については，沸騰時の放射

性物質の移行率，凝縮器による放射性エアロゾルの除染係数，放出経

路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数及び高性能粒子

フィルタによる放射性エアロゾルの除染係数を考慮して，溶液が沸騰

から乾燥・固化に至るまでの大気中への放射性物質の放出量（セシウ

ム－137換算）を評価する。 

   セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－1162
（ １ ）

に示

される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及

び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばくにかかる実効線

量への換算係数
（ 1 ）

について，セシウム－137と着目核種との比から算出す

る。ただし，プルトニウム等一部の核種は，化学形態による影響の違

いを補正する係 数
（1）（２）

を乗じて算出する。 

  

 (２) 放出量評価の条件 

   放出量評価は，第７－１表に示す機器を対象に実施する。 

   主要な評価条件を以下に示す。 

 ａ．事故条件 

  ⅰ．起因事象 

   放出量評価の前提となる設計上定める条件より厳しい条件は，安全冷

却水系を構成する動的機器の動的機能を広範囲に喪失させ，安全冷却

水系の冷却機能が喪失する「地震」を条件とし，安全冷却水系を構成

する動的機器が全て損傷することによって，安全冷却水系の冷却機能
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が喪失することを想定する。 

  ⅱ．安全機能の喪失に対する仮定 

   設計上定める条件より厳しい条件における外部事象の「地震」を条

件とした場合の安全機能の喪失の想定は，基準地震動の1.2倍の地震

動を入力した場合においても必要な機能を損なわない設計とした設

備以外の設備は全て機能喪失するものとし，また，全ての動的機能

の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電源喪失も想定して

いることから，更なる安全機能の喪失は想定しない。 

 ｂ．評価シナリオ 

   安全冷却水系の冷却機能が喪失し，溶液の温度が上昇し始める。 

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対し，内部ループへの通水及び機器

への注水が機能せず，溶液が沸騰し，蒸発・濃縮の過程を経て何れ乾

燥・固化に至る。沸騰開始前に，凝縮器に冷却水を通水することで，

蒸気を凝縮し，放射性エアロゾルを除去する。 

   各建屋の塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止すること及び各建屋の

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放することに

より，内圧上昇により各建屋の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットから放射性物質の導出先セルに放射性物質が導出され，

気相中の放射性エアロゾルはセルへの導出経路及び大容量のセルへ沈

着する。仮に，各建屋の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユ

ニットから放射性物質の導出先セルに放射性物質が導出されない場合

であっても，水封安全器から放射性物質の導出先セルに放射性物質が

導出され，気相中の放射性エアロゾルは大容量のセルに沈着する。導

出先セルに導出された放射性物質は，可搬型排風機及び可搬型フィル

タによる放射性物質量の低減の後，主排気筒から大気中へ管理しなが
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ら放出される。 

また，蒸発乾固の進展に伴い，溶液中に含まれるルテニウムが揮発

性の化学形態に変化し，主排気筒から大気中に放出されるものとする。 

 ｃ．評価条件 

   主排気筒から大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等が発生す

る貯槽に保有される放射性物質量に対して，溶液の沸騰に伴い気相中

に移行する放射性物質の割合，貯槽から主排気筒までに除去される放

射性物質の割合及び溶液が沸騰を開始から乾燥・固化に至るまでの期

間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合を乗じて算出する。 

   また，評価した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への

換算係数を乗じて，大気中へ放出された放射性物質の放出量（セシウ

ム－137換算）を算出する。 

 ⅰ．溶液が沸騰から乾燥・固化に至るまでの放射性物質の放出量評価 

 (ａ) 第７－１表のうち平常運転時に溶液を保有しない一時貯槽及び第高

レベル廃液共用貯槽以外の機器で沸騰が発生し，乾燥・固化に至るこ

とを想定する。 

 (ｂ) 安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系が１系

列運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第７

－１表のうち平常運転時に溶液を保有しない一時貯槽及び第高レベル

廃液共用貯槽以外の機器に内包する溶液が沸騰に至るまでの時間は，

各機器の溶液の崩壊熱密度から算出する。 

 (ｃ) 第７－１表のうち平常運転時に溶液を保有しない一時貯槽及び第高

レベル廃液共用貯槽以外の機器に内包する溶液中の放射性物質の濃度

は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・

ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷却
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期間15年を基に算出した平常運転時の最大値とする。 

 (ｄ) 貯槽に保有される放射性物質量は，上記(ｃ)において算出した放射性

物質の濃度に，第７－１表のうち平常運転時に溶液を保有しない一時

貯槽及び第高レベル廃液共用貯槽以外の機器に内包する溶液の体積を

乗じて算出する。 

 (ｅ) 溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，模擬高レ

ベル廃液400ｍＬを蒸気流速1.1ｃｍ／ｓで沸騰させ，模擬高レベル廃

液が乾燥・固化に至り，乾固物が140℃に到達するまでの間に，高さ約

0.8ｍの位置のフィルタ及びフィルタ以降へ，物質が到達した割合を測

定した試験に基づき積算移行率を0.005 ％
（３）

とする。試験では，ブロア

により流量10Ｌ／ｍｉｎで吸引が行われ，吸引に伴い，試験装置内の

圧力を一定に保つためＮ２ガスが自動的に供給されるため，掃気Ｎ２ガ

スに起因する放射性物質の移行も含まれる。また，高さ約0.8ｍでは，

本来，移行率に含まれない粗大粒子を含むおそれがあるが、安全余裕

を見込んだ移行率として採用している。また，溶液に含まれるルテニ

ウムついては，蒸発乾固の進展に伴い，揮発性の化学形態となってい

ることを考慮して文献値から 12 ％
（４）

とする。 

 (ｆ) 溶液が沸騰を開始から乾燥・固化に至るまでの期間のうち，放射性

物質の放出に寄与する時間割合は，溶液が乾燥・固化に至ることから

１とする。 

 (ｇ)  第７－１表のうち平常運転時に溶液を保有しない一時貯槽及び第高

レベル廃液共用貯槽以外の機器に内包する溶液で，乾燥・固化に至る

までに沸騰に伴い発生した放射性物質及び蒸気は，凝縮器による蒸気

の凝縮及び放射性エアロゾルの除去を経て，各建屋の建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備からセルに導出するユニットから放射性物質の導出先セル
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8－5－3－5－20 

に導出され，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタを経て主排気筒か

ら大気中へ放出されるものとする。 

 (ｈ) 放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は，Ｄ

Ｆ10とする。 

 (ｉ) 上記(ｇ)の凝縮器による放射性エアロゾルの除染係数は，ＤＦ10とす

る。また，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタは２段であり，放射

性エアロゾルの除染係 数
（５）

は，凝縮器による蒸気の凝縮及び高レベル廃

液ガラス固化建屋においては，高性能粒子フィルタの上流に設置する

可搬型デミスタによるミストの除去により，高性能粒子フィルタが所

定の性能を発揮できることからＤＦ10５とする。 

 (ｊ) 上記(ｈ) 及び(ｉ)の放射性エアロゾルの除染係数に対して，揮発性ルテ

ニウムについては除去し難いことを考慮して，放出経路構造物への沈

着，凝縮器の効果及び可搬型フィルタの効果の全体で除染係数をＤＦ

10とする。 

【補足資料７－10】 

 ｄ．使用する解析コード 

   解析コードは用いない。 

 (３) 放出量評価の結果 

   溶液の沸騰から乾燥・固化に至るまでの大気中への放射性物質の放出

量（セシウム－137換算）は，前処理建屋では約２×10－２ＴＢｑ，分離

建屋では約６×10－２ＴＢｑ，精製建屋では約２×10－５ＴＢｑ，ウラ

ン・プルトニウム混脱硝建屋では約４×10－６ＴＢｑ及び高レベル廃液

ガラス固化建屋では約６×10－１ＴＢｑである。 

【補足資料７－10】 
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第７―１表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

発生を想定する対象機器 

建屋 機器グループ 機器名 

前処理建屋 

前処理建屋蒸発乾固１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋蒸発乾固２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋蒸発乾固１ 高レベル廃液濃縮缶 

分離建屋蒸発乾固２ 
高レベル廃液供給槽 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋蒸発乾固３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

精製建屋 

精製建屋蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

蒸発乾固 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※ 

※平常運転時は空運用 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋蒸発乾固１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋蒸発乾固２ 
第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋蒸発乾固３ 
第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋蒸発乾固４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋蒸発乾固５ 
高レベル廃液共用貯槽※ 

※平常運転時は空運用 
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判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 内部ループ

への通水の

実施判断 

 安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポン

プが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ

ル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行する。 
－ － － 

ｂ． 建屋外の水

供給経路の

構築 

 各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した冷却水

を貯水槽へ移送するための経路を構築する。 

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各建屋

内及び保管庫内に配置する。 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型中型移送ポン

プ運搬車 

 ホース展張車 

 運搬車 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

ｃ．  内部ループ

への通水に

よる冷却の

準備 

 機器へ可搬型貯槽温度計を設置する。また，機器グループの内部ループの漏えいの有無を，安全冷却水系の

内部ループに設置されている膨張槽の液位により確認する。ただし，分離建屋蒸発乾固１の内部ループの漏

えいの有無は，当該内部ループを高レベル廃液濃縮缶の加熱運転時の加熱蒸気の供給経路と兼用しており，

当該内部ループには膨張槽がないことから，貯水槽から安全冷却水系の内部ループへ水を供給するための経

路を構築後，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループの加圧により確認する。 

 可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを安全冷却水系の内部ループに

接続する。 

 建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続する。 

 

 各建屋の内部ループ

配管 

 各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管 

 冷却水給排水系 

 各建屋の蒸発乾固対

象機器 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

 可搬型膨張槽液位計 

 可搬型冷却コイル圧力計 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

 可搬型冷却水流量計 

 

  

第 7.1.1―１表 内部ループへの通水における手順及び設備の関係 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｄ． 内部ループ

への通水の

実施判断 

 安全冷却水系の内部ループへの通水の準備が完了後直ちに，安全冷却水系の内部ループへの通水の実施を判

断し，以下のｅ．へ移行する。 

－ － － 

ｅ． 内部ループ

への通水の

実施 

 可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から安全冷却水系の内部ループに通水する。通水流量は，可搬型冷却水

流量計及び可搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 安全冷却水系の内部ループへの通水時に必要な監視項目は，通水流量及び機器に内包する溶液の温度であ

る。 

 内部ループへの通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，

可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する。 

 各建屋の内部ループ

配管 

 各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管 

 冷却水給排水系 

 各建屋の蒸発乾固対

象機器 

 貯水槽水系 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型放射能測定装

置 

 可搬型貯槽温度計 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

 可搬型冷却水排水線量計 

 可搬型冷却水流量計 

ｆ． 内部ループ

への通水の

成功判断 

 機器に内包する溶液の温度が85℃以下で安定していることを確認することにより，安全冷却水系の内部ルー

プへの通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

 冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度である。 

 

－ － 
 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

※下線が引かれているものは新規設置設備 
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第 7.1.2－１表 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故｣の有効性評価に

係る主要評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

溶液密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

溶液比熱 

C’ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

溶液 

硝酸濃度 

[Ｍ] 

溶液 

沸点 

Ｔ
１
[℃]

溶液 

初期温度Ｔ

０
[℃] 

プルトニウム溶液受槽 ステンレス鋼 930  3400 499 1080 0.89 1.58 101 36 

油水分離槽 ステンレス鋼 930  3500 499 1080 0.89 1.58 101 36 

プルトニウム濃縮缶供給槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 

プルトニウム溶液一時貯槽 ステンレス鋼 930 3 9000 499 1080 0.89 1.58 101 41 

プルトニウム濃縮液受槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

リサイクル槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

希釈槽 ステンレス鋼 8600 2.5 8300 499 1620 0.59 7 109 45 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 ステンレス鋼 8600 1.5 5800 499 1620 0.59 7 109 49 

プルトニウム濃縮液計量槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

第１一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 

第２一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 

第３一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 

については商業機密の観点から公開できません。

176



蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への
注水

冷却コイル
等への通水

放出低減
対策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却ジャケット配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

中継槽A ○ ○ ○ ○

中継槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

中継槽B ○ ○ ○ ○

中継槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

リサイクル槽A ○ ○ ○ ○

リサイクル槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

リサイクル槽B ○ ○ ○ ○

リサイクル槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス洗浄塔シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒へ排出するユニット × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

第7.1.2－２表　蒸発乾固への対処に使用する設備

機器
グルー

プ

蒸発乾固の拡大の防止のための措置設備

清澄・計
量設備

代替安全
冷却水系

前処理建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

前処理建
屋
代替換気
設備

前処理
建屋蒸
発乾固
１
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

冷却ジャケット配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ○

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

計量前中間貯槽A ○ ○ ○ ○

計量前中間貯槽A（冷却コイル） ○ × ○ ×

計量前中間貯槽B ○ ○ ○ ○

計量前中間貯槽B（冷却コイル） ○ × ○ ×

計量後中間貯槽 ○ ○ ○ ○

計量後中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

計量・調整槽 ○ ○ ○ ○

計量・調整槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

計量補助槽 ○ ○ ○ ○

計量補助槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

中間ポットA ○ ○ ○ ○

中間ポットA（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

中間ポットB ○ ○ ○ ○

中間ポットB（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス洗浄塔シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒へ排出するユニット × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

（つづき）

代替安全
冷却水系

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

清澄・計
量設備

溶解設備

前処理建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

前処理建
屋
代替換気
設備

前処理
建屋蒸
発乾固
２
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

高レベル廃液濃縮缶 ○ ○ ○ ○

高レベル廃液濃縮缶（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス リリーフ ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

高レベル廃液濃縮缶凝縮器 × × × ○

第1エジェクタ凝縮器 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型配管 × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

（つづき）

分離建
屋蒸発
乾固１

代替安全
冷却水系

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

高レベル
廃液濃縮
系

分離建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

分離建屋
代替換気
設備
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

冷却ジャケット配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 × × × ×

運搬車 × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ×

軽油用タンク ローリ × × × ×

機器注水配管 × ○ × ×

高レベル廃液供給槽 ○ ○ ○ ○

高レベル廃液供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第6一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第6一時貯留処理槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス リリーフ ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型配管 × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

（つづき）

蒸発乾固の拡大の防止のための措置

高レベル
廃液濃縮
系
分離建屋
一時貯留
処理設備

分離建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

機器
グルー

プ

設備

分離建
屋蒸発
乾固２

代替安全
冷却水系

分離建屋
代替換気
設備
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 × × × ×

運搬車 × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ×

軽油用タンク ローリ × × × ×

機器注水配管 × ○ × ×

第1一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第1一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第8一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第8一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第7一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第7一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第3一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第3一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第4一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第4一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

溶解液中間貯槽 ○ ○ ○ ○

溶解液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

溶解液供給槽 ○ ○ ○ ○

溶解液供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

抽出廃液受槽 ○ ○ ○ ○

抽出廃液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

抽出廃液中間貯槽 ○ ○ ○ ○

抽出廃液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

抽出廃液供給槽B ○ ○ ○ ○

抽出廃液供給槽B（冷却コイル） ○ × ○ ×

抽出廃液供給槽B ○ ○ ○ ○

抽出廃液供給槽B（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス リリーフ ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型配管 × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

（つづき）

分離建
屋蒸発
乾固３

代替安全
冷却水系

分離建屋
代替換気
設備

分離建屋
一時貯留
処理設備

分離設備

分離建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

プルトニウム濃縮液受槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム濃縮液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

リサイクル槽 ○ ○ ○ ○

リサイクル槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

希釈槽 ○ ○ ○ ○

希釈槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

プルトニウム濃縮液一時貯槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム濃縮液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

プルトニウム濃縮液計量槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム濃縮液計量槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

プルトニウム濃縮液中間貯槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム濃縮液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガスポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）か
らセルに導出するユニット

× × × ○

塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）か
らセルに導出するユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

精製建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

精製建
屋蒸発
乾固１

代替安全
冷却水系

プルトニ
ウム精製
設備

精製建屋
代替換気
設備

（つづき）
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム溶液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

油水分離槽 ○ ○ ○ ○

油水分離槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

プルトニウム濃縮缶供給槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム濃縮缶供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

プルトニウム溶液一時貯槽 ○ ○ ○ ○

プルトニウム溶液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第１一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第１一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第２一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○

第３一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガスポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）か
らセルに導出するユニット

× × × ○

塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）か
らセルに導出するユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

精製建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

精製建屋
一時貯留
処理設備

精製建屋
代替換気
設備

精製建
屋蒸発
乾固２

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

（つづき）

代替安全
冷却水系

プルトニ
ウム精製
設備
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却ジャケット配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型排水受槽 ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

硝酸プルトニウム貯槽 ○ ○ ○ ○

硝酸プルトニウム貯槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

混合槽A ○ ○ ○ ○

混合槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

混合槽B ○ ○ ○ ○

混合槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

一時貯槽 ○ ○ ○ ○

一時貯槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

蒸発乾固の拡大の防止のための措置

ウラン・
プルトニ
ウム混合
脱硝建屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

機器
グルー

プ

設備

ウラン・
プルトニ
ウム混合
脱硝建屋
代替換気
設備

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋蒸
発乾固

（つづき）

ウラン・
プルトニ
ウム混合
脱硝設備
の溶液系

代替安全
冷却水系

184



蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

冷却水給排水系 ○ × ○ ×

冷却水注水配管 × ○ × ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

高レベル廃液混合槽Ａ ○ ○ ○ ○

高レベル廃液混合槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×

高レベル廃液混合槽Ｂ ○ ○ ○ ○

高レベル廃液混合槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×

供給液槽Ａ ○ ○ ○ ○

供給液槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×

供給液槽Ｂ ○ ○ ○ ○

供給液槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×

供給槽Ａ ○ ○ ○ ○

供給槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×

供給槽Ｂ ○ ○ ○ ○

供給槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器冷却水給排水系 × × × ○

凝縮器 × × × ○

気液分離器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型デミスタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

（つづき）

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋蒸発
乾固１

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替換気
設備

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

高レベル
廃液ガラ
ス固化設
備

代替安全
冷却水系
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

冷却水給排水系 ○ × ○ ×

冷却水注水配管 × ○ × ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

第１高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○ ×

第１高レベル濃縮廃液貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器冷却水給排水系 × × × ○

凝縮器 × × × ○

気液分離器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型デミスタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

（つづき）

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替換気
設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋蒸発
乾固２

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

高レベル
濃縮廃液
貯蔵系

代替安全
冷却水系

186



蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

冷却水給排水系 ○ × ○ ×

冷却水注水配管 × ○ × ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

第２高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○ ○

第２高レベル濃縮廃液貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器冷却水給排水系 × × × ○

凝縮器 × × × ○

気液分離器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型デミスタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替換気
設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋蒸発
乾固３

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

代替安全
冷却水系

高レベル
濃縮廃液
貯蔵系

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

（つづき）
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

冷却水給排水系 ○ × ○ ×

冷却水注水配管 × ○ × ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○ ○

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○ ○

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器冷却水給排水系 × × × ○

凝縮器 × × × ○

気液分離器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型デミスタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

代替安全
冷却水系

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替換気
設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋蒸発
乾固４

高レベル
濃縮廃液
貯蔵系

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

（つづき）
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蒸発乾固の発生の
防止のための措置

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

機器への注
水

冷却コイル
等

への通水

放出低減対
策

内部ループ配管 ○ × × ×

冷却コイル配管 ○ × ○ ×

可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ×

可搬型建屋外ホース ○ ○ ○ ×

可搬型建屋内ホース ○ ○ ○ ×

冷却水給排水系 ○ × ○ ×

冷却水注水配管 × ○ × ×

可搬型排水受槽 ○ × ○ ×

機器注水配管 × ○ × ×

可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ×

ホース展張車 ○ ○ ○ ×

運搬車 ○ ○ ○ ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ×

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ×

高レベル廃液共用貯槽 ○ ○ ○ ○

高レベル廃液共用貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

配管 × × × ○

隔離弁 × × × ○

廃ガス シール ポット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○

凝縮器冷却水給排水系 × × × ○

凝縮器 × × × ○

気液分離器 × × × ○

凝縮液回収系 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ × × × ○

可搬型建屋外ホース × × × ○

可搬型建屋内ホース × × × ○

可搬型排水受槽 × × × ○

可搬型中型移送ポンプ運搬車 × × × ○

ホース展張車 × × × ○

運搬車 × × × ○

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

ダクト × × × ○

可搬型フィルタ × × × ○

可搬型デミスタ × × × ○

可搬型ダクト × × × ○

可搬型排風機 × × × ○

可搬型発電機 × × × ○

重大事故対処用母線 × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

主排気筒 × × × ○

排気モニタリング設備 × × × ○

機器
グルー

プ

設備 蒸発乾固の拡大の防止のための措置

（つづき）

共用貯蔵
系

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替換気
設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋蒸発
乾固５

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋
代替塔槽
類廃ガス
処理設備

代替安全
冷却水系
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第 7.1.2―３表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間 

機器 

グループ 

機器名 

時間 

余裕 

※１ 

蒸発乾固の発生の防止のための措置 

（内部ループ通水による冷却） 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

（貯水槽から機器への注水，冷却コイル等通水による冷却及び放出低減対策） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまで

の時間余裕 

機器注水 

準備完了 

時間※２ 

機器注水 

開始時間 

※３ 

冷却コイル

等通水準備

完了時間 

※２ 

冷却コイル

等通水開始

時間※２ 

セル導出 

準備完了 

時間※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機

起動開始時間

※２ 

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２ 

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２ 

精製建屋 

蒸発乾固

１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 

８時間 10 分 ８時間 50分 

３時間 10 分 

９時間 

26 時間 

30時間 20分 

30 時間 40

分 

２時間 25 分 ５時間 40 分 ６時間 40 分 ８時間 

８時間 30

分 

リサイクル槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

希釈槽 11 ２時間 10 分 26 時間 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 ２時間 10 分 26 時間 

プルトニウム濃縮液計量槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

精製建屋 

蒸発乾固

２ 

プルトニウム溶液受槽 110 101 時間 10 分 300 時間 

37 時間 

37 時間 30

分 

油水分離槽 110 101 時間 10 分 300 時間 

プルトニウム濃縮缶供給槽 96 87 時間 10 分 280 時間 

プルトニウム溶液一時貯槽 98 89 時間 10 分 280 時間 

第２一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 290 時間 

第３一時貯留処理槽 96 87 時間 10 分 280 時間 

第１一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 290 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間 

※２ 冷却機能の喪失からの時間 

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間 

190



第 7.1.2―４表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員 

機器グループ 機器名 

蒸発乾固の発生の防止のための措置 

（内部ループ通水による冷却） 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

（貯水槽から機器への注水，冷却コイル等通水による冷却及び放出低減対策） 

内部ループ通水に 

必要な要員数［人］ 

機器注水に 

必要な要員数［人］ 

冷却コイル等通水に 

必要な要員数［人］ 

放出低減対策に 

必要な要員数［人］ 

精製建屋蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

36 36 36 44 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第１一時貯留処理槽 
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第 7.1.1―５表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果 

機器 

グループ 

 

機器名 

蒸発乾固の発生の防止のための措置 

（内部ループ通水による冷却） 

通水必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

通水開始時温度 

［℃］ 

通水実施時 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と通水開始時 

温度の温度差 

［℃］ 

精製建屋 

蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

約 2.9 

93 60 109 16 

リサイクル槽 93 60 109 16 

希釈槽 94 54 109 15 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 96 59 109 13 

プルトニウム濃縮液計量槽 93 60 109 16 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 93 60 109 16 

精製建屋 

蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 

約 1.2 

41 39 101 60 

油水分離槽 41 39 101 60 

プルトニウム濃縮缶供給槽 48 50 101 53 

プルトニウム溶液一時貯槽 47 49 101 54 

第２一時貯留処理槽 44 42 101 57 

第３一時貯留処理槽 48 50 101 53 

第１一時貯留処理槽 44 42 101 57 
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（つづき） 

機器 

グループ 
機器名 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

（貯水槽から機器への注水） 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

（冷却コイル通水等による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］※１ 
機器注水の実施 

内包液温度 

［℃］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

精製建屋 

蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 1.4×10－２ 4.2×10－２ ※２ 75 2.9×10－１ 

リサイクル槽 1.4×10－２ 4.2×10－２ ※２ 73 2.9×10－１ 

希釈槽 3.5×10－２ 1.1×10－１ ※２ 67 7.2×10－１ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 2.1×10－２ 6.2×10－２ ※２ 73 4.4×10－１ 

プルトニウム濃縮液計量槽 1.4×10－２ 4.2×10－２ ※２ 74 2.9×10－１ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 1.4×10－２ 4.2×10－２ ※２ 74 2.9×10－１ 

精製建屋 

蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 1.4×10－３ 4.1×10－３ ※３ 70 2.8×10－２ 

油水分離槽 1.4×10－３ 4.1×10－３ ※３ 70 2.8×10－２ 

プルトニウム濃縮缶供給槽 4.5×10－３ 1.4×10－２ ※３ 64 9.4×10－２ 

プルトニウム溶液一時貯槽 4.5×10－３ 1.4×10－２ ※３ 62 9.4×10－２ 

第２一時貯留処理槽 2.2×10－３ 6.7×10－３ ※３ 63 4.7×10－２ 

第３一時貯留処理槽 4.5×10－３ 1.4×10－２ ※３ 63 4.7×10－２ 

第１一時貯留処理槽 2.2×10－３ 6.7×10－３ ※３ 64 9.4×10－２ 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合 

※２ 機器注水が必要な貯槽 
※３ 沸騰開始前までに，冷却コイル通水が完了する貯槽 
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（つづき）

機器 

グループ 
機器名 

蒸発乾固の拡大の防止のための措置 

（貯水槽から機器への注水，冷却コイル通水等による冷却及び放出低減対策） 

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収セル容量 

［ｍ３］ 

凝縮するために 

必要な流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（Ｃｓ－137換算） 

［ＴＢｑ］ 

機器グループ毎の放出量 

（Ｃｓ－137換算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（Ｃｓ－137換算） 

［ＴＢｑ］ 

精製建屋 

蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

３  約６ 

６×10－７ 

５×10－６ 

５×10－６

リサイクル槽 ６×10－７ 

希釈槽 ２×10－６ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 ９×10－７ 

プルトニウム濃縮液計量槽 ６×10－７ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 ６×10－７ 

精製建屋 

蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 －※４

－※４ 

油水分離槽 －※４

プルトニウム濃縮缶供給槽 －※４

プルトニウム溶液一時貯槽 －※４

第２一時貯留処理槽 －※４

第３一時貯留処理槽 －※４

第１一時貯留処理槽 －※４

※４ 沸騰に至る前までに，冷却コイル通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。

：については商業機密の観点から公開できません。
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判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ．  機器への注

水の準備判

断

安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポン

プが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ

ル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行する。
－ － － 

ｂ．  建屋外の水

供給経路の

構築

各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した冷却水

を貯水槽へ移送するための経路を構築する。 

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各建屋

内及び保管庫内に配置する。

貯水槽

可搬型中型移送ポンプ

可搬型建屋外ホース

可搬型中型移送ポンプ

運搬車

ホース展張車

運搬車

可搬型建屋供給冷却

水流量計

ｃ．  機器への注

水の準備

可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び機器注水配管を接続する。建屋外の水供給経路の構

築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続し，貯水槽から機器に注水するための

系統を構築する。

また，機器に可搬型貯槽液位計を設置し，機器に内包する溶液の温度の監視を継続する。

各建屋の機器注水配管

冷却水注水配管

各建屋の蒸発乾固対象

機器

貯水槽

 

 可搬型中型移送ポンプ 

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型建屋供給冷却

水流量計

可搬型機器注水流量

計

可搬型貯槽温度計

ｄ． 機器への注

水の実施判

断 

溶液が沸騰に至り，溶液量が公称容量の70％まで減少する前に機器への通水開始を判断し，以下のe．へ移

行する。

機器への注水の実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び液位である。
－ － 

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型貯槽温度計

第 7.2.1―１表 機器への注水及び冷却コイル等への通水の手順及び設備の関係
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｅ． 機器への注

水の実施 

 機器の可搬型貯槽液位計の指示値から機器の液位を算出し，機器への注水量を決定した上で，可搬型中型移

送ポンプにより，貯水槽から機器に注水する。注水流量は，可搬型機器注水流量計及び可搬型建屋内ホース

の流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 決定した注水量の注水が完了した場合は，注水作業を停止し，機器の液位の監視を継続する。機器の液位監

視の結果，公称容量の70％に相当する液位に低下した場合には，機器への注水を再開する。 

  

 各建屋の機器注水配管 

 冷却水注水配管 

 各建屋の蒸発乾固対象

機器 

 貯水槽 

  

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽液位計 

 可搬型建屋供給冷却

水流量計 

 可搬型機器注水流量

計 

  

ｆ． 機器への注

水の成功判

断 

 機器の液位から，機器に注水されていることを確認することで，蒸発乾固の進行が防止されていることを判

断する。 

 蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視項目は，機器の液位である。 

  

－ － 
 計測制御設備 

 可搬型貯槽液位計 

ｇ． 機器注水配

管以外の配

管を活用し

た機器への

注水 

 機器注水配管から機器への注水ができない場合には，必要に応じて機器に接続しているその他の配管を加工

し，機器へ注水する。 

 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽液位計 

 可搬型建屋供給冷却

水流量計 

 可搬型機器注水流量

計 

 可搬型貯槽温度計 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｈ． 冷却コイル

等への通水

による冷却

の準備判断 

 内部ループへの通水が機能しないことをもって冷却コイル等への通水による冷却のための準備に着手する

ことを判断する。 

 冷却コイル等への通水による冷却のための準備の着手を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する

溶液の温度及び内部ループへの通水流量である。 

 

－ － 

 計測制御設備 

 可搬型冷却水流量計 

 可搬型貯槽温度計 

ｉ． 冷却コイル

等への通水

による冷却

の準備 

 機器グループの内部ループへの通水が機能しない場合には，冷却コイル又は冷却ジャケットの損傷の有無を

確認するため，内部ループへの通水のために敷設した可搬型建屋内ホース及び必要に応じて予備の可搬型建

屋内ホース並びに冷却コイル等への通水に必要な可搬型建屋内ホースを，沸騰に至るまでの時間が概ね100

時間以内となる分離建屋蒸発乾固１，精製建屋蒸発乾固１，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固１

及び高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固１１から５の機器グループに属する機器の冷却コイル又は冷却

ジャケットに接続する。沸騰に至るまでの時間が概ね100時間を超える前処理建屋蒸発乾固１及び２，分離

建屋蒸発乾固２及び３，精製建屋蒸発乾固２の機器グループに属する機器については，上記の機器グループ

に属する機器への対応が完了した後に，可搬型建屋内ホースを冷却コイル又は冷却ジャケットに接続する。

また，可搬型冷却コイル圧力計及び可搬型冷却コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置す

る。 

 冷却コイル又は冷却ジャケットの冷却水出口を閉め切った状態で，可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から

送水し，通水経路を加圧することで，可搬型冷却コイル圧力計の指示値から冷却コイル又は冷却ジャケット

の健全性を確認する。 

 冷却コイル等への通水は，準備作業及び実施に要する作業が多いことから，機器への注水，凝縮器への冷却

水の通水，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築及び可搬型フィルタ，可搬型排風機を用い

た放出影響緩和を優先して実施し，大気中への放射性物質の放出を抑制できる状態を整備してから実施す

る。 

 各建屋の冷却コイル配

管及び冷却ジャケット

配管 

 冷却水給排水系 

 各建屋の蒸発乾固対象

機器 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 計測制御設備 

 可搬型冷却コイル圧

力計 

 可搬型冷却コイル流

量計 

 可搬型建屋供給冷却

水流量計 

 可搬型貯槽温度計 

  

 

ｊ． 冷却コイル

への通水に

よる冷却の

実施判断 

 冷却コイル等への通水の準備が完了後直ちに，冷却コイル等への通水の実施を判断し，以下のｊ．へ移行す

る。 

－ － － 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｋ． 冷却コイル

への通水に

よる冷却の

実施 

 健全性が確認された冷却コイル又は冷却ジャケットに可搬型中型移送ポンプを用いて貯水槽から通水する

ことにより，機器に内包する溶液を冷却する。通水流量は，必要に応じて可搬型冷却水流量計及び可搬型建

屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 冷却コイル等への通水に必要な監視項目は，通水流量及び機器に内包する溶液の温度である。 

 冷却コイル等への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，

可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する 

 

 各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管 

 冷却水給排水系 

 各建屋の蒸発乾固対

象機器 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型放射能測定装

置 

 可搬型冷却コイル流量計 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

 可搬型冷却水排水線量計 

 

ｌ． 冷却コイル

等への通水

の成功判断 

 機器に内包する溶液の温度が85℃以下で安定していることを確認することにより，冷却コイル通水又は冷却

ジャケット通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

 冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は機器に内包する溶液の温度である。 
－ － 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

※下線が引かれているものは新規設置設備 
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判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 放射性物質

のセルへの

導出，凝縮器

による発生

した蒸気及

び放射性物

質の除去，セ

ル及び高性

能粒子フィ

ルタによる

放射性エア

ロゾルの除

去のための

準備着手判

断 

  

 安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポ

ンプが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディ

ーゼル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行す

る。 

 放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，セル及び高性能粒子フィ

ルタによる放射性エアロゾルの除去のための準備作業として以下のｂ．，ｃ．及びｄ．へ移行する。 

 

－ － － 

ｂ．  建屋外の水

供給経路の

構築 

 各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送

ポンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可

搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した

冷却水を貯水槽へ移送するための経路を構築する。 

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合

には，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各

建屋内及び保管庫内に配置する。 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型中型移送ポンプ

運搬車 

 ホース展張車 

 運搬車 

 可搬型建屋供給冷

却水流量計 

 

  

第 7.2.1―２表 放出低減対策の手順及び設備の関係 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

ｃ． 放射性物質

のセルへの

導出，凝縮器

による発生

した蒸気及

び放射性物

質の除去，セ

ル及び高性

能粒子フィ

ルタによる

放射性エア

ロゾルの除

去のための

準備 

 

 前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場

合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，機器へ圧

縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

 機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，放射性エアロゾルを除去するために，可搬型建

屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び凝縮器を接続する。 

 建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続することに

より，貯水槽から凝縮器に冷却水を通水するための系統を構築する。また，可搬型凝縮器出口排気温度計

を設置する。 

 可搬型ダクトにより，建屋排気系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を接続し，可搬型排風機，各建屋の

重大事故対処用母線及び可搬型発電機を可搬型電源ケーブルで接続する。また，建屋排気系のダンパを閉

止する。 

 塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，塔槽類廃ガス処理設備に可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

を設置し，導出先セルの圧力を監視するため，導出先セルに可搬型導出先セル圧力計を設置する。 

 

 凝縮器 

 高レベル廃液濃縮缶凝縮

器 

 第１エジェクタ凝縮器 

 凝縮器冷却水給排水系 

 主排気筒へ排出するユニ

ット 

 各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管 

 各建屋の重大事故対処用

母線 

 各建屋の代替換気設備の

ダクト 

 各建屋の蒸発乾固対象機

器 

 貯水槽 

 水素掃気用安全圧縮空気

系の手動弁（前処理建屋，

高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型配管 

 可搬型ダクト 

 可搬型フィルタ 

 可搬型デミスタ 

 可搬型排風機 

 可搬型発電機 

 計測制御設備 

 可搬型建屋供給冷

却水流量計 

 可搬型凝縮器通水

流量計 

 可搬型凝縮器出口

排気温度計 

 可搬型廃ガス洗浄

塔入口圧力計 

 可搬型導出先セル

圧力計 

 可搬型フィルタ差

圧計 

 

ｄ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導くための

経路構築作

業の実施判

断 

 塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水

素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くため

の経路構築作業の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継続に

より移行する放射性物質の大気中への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を継

続し，機器に内包する溶液の温度の監視を継続する。温度監視の結果，いずれかの機器に内包する溶液の

温度が85℃に至り，かつ，温度の上昇傾向が続く場合には，その機器が設置されている建屋について，沸

騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質

を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築作業の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 これらの実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備

の排風機の運転状態である。 

－ － 
 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

ｅ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

の隔離弁の

閉止及び塔

槽類廃ガス

処理設備か

らセルに導

出するユニ

ットの開放 

 塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに放射性物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止

し，塔槽類廃ガス処理設備と導出先セルを接続している塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット

の手動弁及び塔槽類廃ガス処理設備の手動弁を開放する。 

 これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニ

ットを経由して導出先セルに導出される。また，沸騰に伴い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇し

た場合，発生した放射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して導出先セル

に導出される。 

 発生した放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して導出先セルに導出さ

れない場合は，安全水封器を経由して安全水封器が設置されている導出先セルに導出される。 

 各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

 各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット（フィルタ） 

 各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管 

 各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の隔離弁 

 各建屋の安全水封器 

－ － 

ｆ． 凝縮器への

冷却水の通

水の実施判

断 

 凝縮器への通水の準備が完了後直ちに，凝縮器への通水の実施を判断し，以下のｇ．へ移行する。 

－ － － 

ｇ． 凝縮器への

冷却水の通

水 

 可搬型中型移送ポンプにより，貯水槽から凝縮器に通水する。通水流量は，可搬型凝縮器通水流量計及び可

搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 凝縮器への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，可搬

型排水受槽に回収，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する。 

 凝縮器から発生する凝縮水は，凝縮水回収セル等に回収する。 

 凝縮器への通水時に必要な監視項目は，通水流量及び凝縮器出口の排気温度である。 

 凝縮器 

 高レベル廃液濃縮缶凝縮

器 

 第１エジェクタ凝縮器 

 凝縮器冷却水給排水系 

 各建屋の凝縮液回収系 

 気液分離器 

 貯水槽 

  

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型配管 

 可搬型排水受槽 

 可搬型放射能測定装置 

 計測制御設備 

 可搬型建屋供給冷

却水流量計 

 可搬型凝縮器通水

流量計 

 可搬型凝縮器出口

排気温度計 

 可搬型冷却水排水

線量計 
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（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｈ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導出するユ

ニットの高

性能粒子フ

ィルタの隔

離 

 機器に内包する溶液が沸騰した後，可搬型フィルタ差圧計により，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニットの高性能粒子フィルタの差圧を監視し，高性能粒子フィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，塔

槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの高性能粒子フィルタを隔離し，バイパスラインへ切り替

える。 

 これらの実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニットの高性能粒子フィルタの差圧である。 

 各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

 各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット（フィルタ） 

－ 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

 可搬型フィルタ差

圧計 

ｉ． 可搬型排風

機の起動の

判断 

 可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排風機の起動を判断する。 

 

－ － － 

ｊ． 可搬型排風

機の運転 

 可搬型排風機を運転することで，大気中への経路外放出を抑制し，セル内の圧力上昇を緩和しつつ，可搬型

フィルタの高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾルを除去し，主排気筒から大気中へ管理しながら放出

する。また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視する。 

 各建屋の代替換気設備の

ダクト 

 各建屋の重大事故対処用

母線） 

 主排気筒 

 可搬型ダクト 

 可搬型フィルタ 

 可搬型デミスタ 

 可搬型排風機 

 可搬型発電機 

 可搬型フィルタ差

圧計 

ｋ． 大気中への

放射性物質

の放出の状

態監視 

 排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質の放出状況を監視する。排気モニタリン

グ設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質の

放出状況を監視する。 

 各建屋の代替換気設備の

ダクト 

 主排気筒 

 可搬型排気モニタリン

グ設備 
－ 

※下線が引かれているものは新規設置設備 
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第 7.2.1―３表 導出先セル 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 放射性配管分岐第１セル 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 硝酸プルトニウム貯槽セル 

高レベル廃液ガラス固化建屋 放射性配管分岐セル 
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第 7.2.1―４表 安全水封器が設置されている導出先セル 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 

（廃ガス洗浄塔シール 

ポット） 

溶解槽Ａセル 

分離建屋 

（廃ガス リリーフ ポ

ット） 

塔槽類廃ガス洗浄塔セル 

精製建屋 

（廃ガス ポット） 

プルトニウム系塔槽類廃ガス

洗浄塔セル 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋 
－※ 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 

（高レベル濃縮廃液廃

ガス処理系の廃ガス シ

ール ポット） 

塔槽類廃ガス処理第１セル 

※安全水封器なし 
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第 7.2.1―５表 凝縮水回収セル等 

 

建屋 凝縮水回収セル等 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 

（高レベル廃液濃縮缶

凝縮器又は第１エジェ

クタ凝縮器） 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル

廃液処理設備の高レベル廃液濃縮

設備の高レベル廃液濃縮系 

分離建屋 

（凝縮器） 
放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 精製建屋一時貯留処理槽第１セル 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋 

凝縮廃液貯槽セル，凝縮廃液受槽

Ａセル又は凝縮廃液受槽Ｂセル 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 
固化セル 
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第 7.2.2―１表 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 

個別機器毎の設定値 

機器グループ 機器名 

時間 

余裕 

［時間］

※１ 

冷却機能の喪失

から事態が収束

するまでの時間 

［時間］ 

沸騰開始から 

乾燥・固化 

に至るまでの

期間 

［時間］ 

設定値 

［－］ 

精製建屋 

蒸発乾固１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 

リサイクル槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 
希釈槽 11 30.7 4.75×10１ 3.99×10－１ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 30.7 4.75×10１ 4.03×10－１ 
プルトニウム濃縮液計量槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 
プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 

精製建屋 

蒸発乾固２ 

プルトニウム溶液受槽 110 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

油水分離槽 110 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
プルトニウム濃縮缶供給槽 96 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
プルトニウム溶液一時貯槽 98 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

第１一時貯留処理槽 100 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
第２一時貯留処理槽 100 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
第３一時貯留処理槽 96 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間 
※２ 溶液が沸騰に至った場合の沸騰開始から乾燥・固化に至るまでの期間 

※３ 沸騰開始前までに冷却コイル通水が完了し，事態が収束する。 
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第 7.2.2―２表 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製 
建屋の冷却機能喪失事故」時の放射性物質の放出量 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 １×10５ 

Ｐｕ－239 １×10４ 

Ｐｕ－240 ２×10４ 

Ｐｕ－241 ３×10６ 
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第７－１図 内部ループ通水の概要図 
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第７－２図 冷却コイル等通水の概要図 
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第７－３図 機器注水の概要図 
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第７－４図 放出低減対策の概要図 
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送・排風機 圧力計

高性能粒子フィルタ 流量計

粒子フィルタ 温度計

プレフィルタ 濃度計

ダンパ（閉） 水位計

ダンパ（開） モニタ

逆止ダンパ 手動弁（閉）

逆止弁 手動弁（開）

Ｐ

Ｆ

Ｔ

Ｑ

Ｒ

Ｌ

第7.1.1―１図 系統概要図 略記号一覧図（その１）

（中性子線用の場合： ）Ｒ
ｎ

212



槽，濃縮缶，
凝縮器，ポット

自動弁（閉）

可搬型と取り合う常
設設備の接続口

自動弁（開）

可搬型と可搬型の接
続金具

配管，ダクト，電路
（常設）

水中ポンプ
ホース，ダクト，

ケーブル
（可搬型）

スプレイヘッダ 重大事故等対処施設

外気取入口
重大事故等対処施設
のうち設計基準対処
施設と兼用するもの

外気放出口 本設備以外の設備

本凡例に
記載がない機器

Ｉ

（太い実線）

（破線）

（細い実線）

第7.1.1―１図 系統概要図 略記号一覧図（その２）
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第7.1.1―２図 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図
（建屋外から各建屋への水供給）

 代替安全冷却水系（前処理建屋） 

 

代替安全冷却水系（前処理建屋） 

 

代替安全冷却水系（前処理建屋） 

「 

8 15 図

代替安全冷却水系（分離建屋） 

 

代替安全冷却水系（分離建屋） 

 

代替安全冷却水系（分離建屋） 

 

代替安全冷却水系（精製建屋） 

 

代替安全冷却水系（精製建屋） 

 

代替安全冷却水系（精製建屋） 

 

代替安全冷却水系（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

 

代替安全冷却水系（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

代替安全冷却水系（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

 

代替安全冷却水系（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

代替安全冷却水系（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

代替安全冷却水系（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

可搬型中型 

移送ポンプ 

可搬型中型 

移送ポンプ 

可搬型中型 

移送ポンプ 

 F 

 F 

 F 

MOX 燃料加工施設へ 

 F 

 F 
※１ 

※１ 

※１ 

※１ 

※１ 

※１ ▲は弁操作可能 

※2 故障時バックアップを

示す。いずれか 1 台を接

続できるようにする。 

可搬型中型 

移送ポンプ 

可搬型中型 

移送ポンプ 

可搬型中型 

移送ポンプ 

※2 

※2 

※2 

 

 

 

 

第１貯水槽 
 

各建屋からの排水 

 F 
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第7.1.1―３図 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図
（各建屋から建屋外への排水）
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Ｐ
安全冷却水Ａ

膨張槽

精製建屋蒸発乾固１
プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽
希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

精製建屋蒸発乾固２
プルトニウム溶液受槽
油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽
第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽

Ｆ

本図は，精製建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統及び精製建屋蒸発乾固２の第１接続口の接続例である。精製建屋蒸発乾固１の他の１系統及び
精製建屋蒸発乾固２並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽へ

第7.1.1―４図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の内部ループ通水系統概要図

分離建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備へ

（建屋境界）

可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

可搬型排水受槽

Ｐ

常設
重大事故等
対処設備

可搬型
重大事故等
対処設備

Ｐ
安全冷却水Ｂ

膨張槽

Ｐ
安全冷却水Ｂ

膨張槽

Ｆ 可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備へ

前処理建屋の
安全冷却水系から

可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽から

Ｐ

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備から

MOX燃料加工施設の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ
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第 7.1.1―５図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水接続口配置図（地下２階） 

③ 

① ② 
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第 7.1.1―６図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水接続口配置図（地下２階） 

④ ⑤ 

⑥ 
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第7.1.1－７図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地下３階）

計測場所 監視項目

① 希釈槽溶液温度

② プルトニウム濃縮液一時貯槽溶液温度

① ②

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－８図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地下２階）

計測場所 監視項目

① プルトニウム濃縮液中間貯槽溶液温度

② プルトニウム濃縮液計量槽溶液温度

③ 冷却水流量（ループ通水）

④ 油水分離槽溶液温度

⑤ プルトニウム溶液受槽溶液温度

⑥ プルトニウム濃縮缶供給槽溶液温度

⑦
プルトニウム濃縮液受槽溶液温度

リサイクル槽溶液温度

⑧ 冷却水流量（ループ通水）

⑨ 冷却水流量（ループ通水）

① ② ③

④ ⑤

⑥ ⑦
⑧ ⑨

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－９図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地下１階）

① ②

③

④

⑤

計測場所 監視項目

① 第１一時貯留処理槽溶液温度

②
第２一時貯留処理槽溶液温度

第３一時貯留処理槽溶液温度

③ 漏えい液受皿液位

④ 冷却水流量（ループ通水）

⑤ プルトニウム溶液一時貯槽溶液温度

⑥ 冷却水流量（ループ通水）

⑦ 冷却水流量（ループ通水）

⑥ ⑦

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－10図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－11図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地上２階）

計測場所 監視項目

① 漏えい液受皿液位

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－12図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地上３階）

計測場所 監視項目

① 漏えい液受皿液位

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－13図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－14図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策のアクセスルート（内部ループ通水）（地上５階）

計測場所 監視項目

① 膨張槽液位

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート 南２

：アクセスルート 南１
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第7.1.1－15図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下２階）

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口）

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

①

②

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－16図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－17図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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②

①

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

第7.1.1－18図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第２接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

230



第7.1.1－19図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ａ系列及びＣ系列 第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

①

②

第7.1.1－20図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－21図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－22図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第１接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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②

①

対象貯槽
接続口

（給水口及び
排水口

プルトニウム濃縮液受槽

①

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

②

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

第7.1.1－23図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第２接続口）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－24図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の
発生防止対策の建屋内ホース敷設ルート（内部ループ通水）
（Ｂ系列及びＣ系列 第２接続口）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１
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第7.1.1－25図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下３階）
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第7.1.1－26図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下２階）
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第7.1.1－27図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下１階）
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第7.1.1－28図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上１階）
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第7.1.1－29図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上２階）
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第7.1.1－30図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上３階）
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第7.1.1－31図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

243



第7.1.1－32図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上５階）
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第7.1.1－33図 溢水ハザードマップ 精製建屋（屋上階）
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第7.1.1－34図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下３階）
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第7.1.1－35図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下２階）
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第7.1.1－36図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下１階）
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第7.1.1－37図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上１階）
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第7.1.1－38図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上２階）
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第7.1.1－39図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上３階）
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第7.1.1－40図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上４階）
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第7.1.1－41図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上５階）
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第7.1.1－42図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（屋上階）
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第7.1.1－43図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）
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第7.1.1－44図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）
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第7.1.1－45図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）
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第7.1.1－46図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）
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第7.1.1－47図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）
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第7.1.1－48図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）
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第7.1.1－49図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上４階）
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第7.1.1－50図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）
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第7.1.1－51図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）
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第7.1.1－52図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－53図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－54図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－55図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－56図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－57図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－58図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－59図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1－60図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所
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第7.1.1-61図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の手順の概要

：操作・確認

：判断

：監視

：発生防止対策

：拡大防止対策

凡例※１ 重大事故等への対処の移行判断

・安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷
却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷
却水を循環するためのポンプが多重故障
し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した
場合

・外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ
ル発電機が運転できない場合

※４ 一連の重大事故等への対処に係る

作業完了後に着手する。

※２ 内部ループ通水を実施したにもかか

わらず，安全冷却水系の内部ループ

への通水が機能しない場合。

貯槽注水
準備完了

放出低減対策
準備完了

内部ループ通水
準備完了

貯槽溶液温度監視

OK

・内部ループ通水準備
・可搬型貯槽温度計設置

・可搬型建屋内ホース
敷設，接続

・貯槽溶液温度測定
・可搬型貯槽液位計設置

貯槽溶液温度
監視継続

重大事故等への対処の移行・着手判断※１

屋外通水
準備完了

放出低減対策
準備完了

可搬型排風機起動内部ループ通水

NG

貯槽液位低下

貯槽溶液温度上昇

状態監視

状態監視

・貯槽液位
・貯槽溶液温度

・凝縮器出口排気温度
・凝縮器通水流量

凝縮器通水

貯槽注水

【内部ループ通水成否判断】
機器に内包する溶液の温度

85℃以下で安定

【凝縮器通水実施判断】
機器に内包する溶液の温度85℃
到達，かつ，温度上昇が継続

【貯槽注水実施判断】
溶液が沸騰に至り，溶液量が
公称容量の最大値の70％まで

減少する前

【貯槽注水停止判断】
機器の液位から算出した
注水量の注水が完了した

場合

【内部ループ漏えい有無判断】
膨張槽液位が低下
していないこと

OK

NG

①

①

※３ 冷却コイル健全性確認

冷却コイル健全性
確認準備完了

通水経路加圧

【冷却コイル
健全性確認判断】

可搬型冷却コイル圧力計の
指示値が低下しないこと

OK

NG

冷却コイル等通水へ

・隔離弁の操作，ダンパ閉止
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び

可搬型導出先セル圧力計設置
・可搬型ダクト設置
・可搬型排風機・可搬型フィルタ設置
・電源ケーブル敷設
・可搬型発電機・可搬型排風機起動準備

放射性配管分岐
第１セル

圧力監視継続

・可搬型建屋内ホース等敷設，接続
・可搬型凝縮器出口排気温度計設置
・漏えい確認等

冷却コイル等通水
準備完了※４

・冷却コイル
通水準備

貯槽溶液温度
監視継続

冷却コイル等
通水

冷却コイル健全性確認
※３

冷却コイル等通
水着手判断※２
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作業名 作業班 要員数

・膨張槽液位測定 AC13班 2

・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽溶液温度計測 AC4班、AC5班 4

・内部ループ通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁隔離） AC4班、AC5班 4

・内部ループ通水（弁操作，漏えい確認，冷却水流量（ループ通
水）確認）

AC4班 2

・貯槽溶液温度計測 AC5班 2

・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
AC6班、AC7班
AC8班

6

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（ループ通水）） AC16班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（ループ通水）） AC17班 2

第7.1.1―62図　精製建屋における内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目

22:00 23:0017:0010:00 11:00 13:00 18:00 19:0014:00 15:00 16:0012:000:00 1:00 2:00 21:00

精製
建屋

20:003:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00

精製建屋蒸発乾固 制限時間

初動

対応

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋、使用済燃料受入れ・貯蔵建にて、重大事故等対策を実施

・異常な水準の

放出防止対策

※ 一班は、2名で編成する。
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対策 作業 要員数

２

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアク
セスルート(南ルート)の確認 ２

経過時間(時間)

備　　考

全建屋共通

・出動指示まで車両内での待機

３

水供給

・ホイール ローダの確認

３

・アクセスルートの整備（分離建屋，精製建屋及び
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ３

第１貯水槽又は
第２貯水槽から
各建屋へのアク
セスルートの整

備

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアク
セスルート(北ルート)の確認

・アクセスルートの整備（高レベル廃液ガラス固化
建屋，前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋）

３

建屋外7班

燃料給油班

作業班

建屋外1班　建
屋外８班

建屋外1班　建
屋外８班

建屋外1班　建
屋外８班

建屋外1班　建
屋外８班

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00

▽事象発生

11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00 33:00

0:35

0:35

0:10

0:20

1:30 1:30

0:40

第7.1.1―63図　水供給の作業と所要時間（その１）
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２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋）

６

水供給

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車
の確認 ２ 全建屋共通

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋）

２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷
設，アクセスルート整備の資機材運搬（分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

２

・第１貯水槽，第２貯水槽，可搬型中型移送ポン
プ，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，中型移
送ポンプ運搬車及びホース展張車の確認

８

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製
建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製
建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

・可搬型排水受槽の運搬車による搬送，設置及び可
搬型建屋外ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及
びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

６

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接
続（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

６

６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運
搬準備（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

２

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及
び敷設（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）

８

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋） ４

経過時間(時間)

備　　考

建屋外10班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5
班 建屋外6班

建屋外10班

建屋外10班

建屋外1班 建屋
外4班

建屋外3班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5

班

建屋外6班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

建屋外4班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外1班

水供給及び回収
の準備

対策 作業 作業班 要員数

水の供給
・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監
視（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

２

▽事象発生
精製建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)
分離建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

対策の制限時間(蒸発乾固)
▽ ▽

0:20

0:10

0:30

0:20

1:00 1:00

0:30

0:30

▽

1:00

0:30

1:00

0:10

0:30

1:30 2:00

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00 33:00

第7.1.1―63図　水供給の作業と所要時間（その２）
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・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及
び敷設（高レベル廃液ガラス固化建屋） ８

水供給及び回収
の準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋) ６

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運
搬準備（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可
搬型建屋外ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固
化建屋）

６

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接
続（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガ
ラス固化建屋）

４

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接
続（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋） ４

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋及び
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋） ２

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋及び
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋） ４

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監
視（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋） ２

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外4班

建屋外1班

故障時バックアップ
可搬型中型移送ポ

ンプの設置

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ
可搬型中型移送ポンプの運搬

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置
及び起動確認

２

６

建屋外8班 建屋
外9班

建屋外4班 建屋
外8班

建屋外4班 建屋
外5班

建屋外4班 建屋
外5班

建屋外4班 建屋
外5班

・可搬型排水受槽と可搬型建屋外ホースの接続（前
処理建屋）

建屋外6班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5

班

２

８

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監
視（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

建屋外1班

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運
搬準備（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋）

２

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋） ２

建屋外1班

水の供給

２

水の供給

・水の供給流量の調整（前処理建屋及び使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋） ３

水供給及び回収
の準備

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋）

２

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及
び敷設（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋）

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（前処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外3班

備　　考

前処理建屋
対策の制限時間(蒸発乾固):約148時間
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋
対策の制限時間(使用済み燃料集合体の損
傷):約68時間

建屋外6班

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

建屋外1班

２

建屋外3班

建屋外4班 建屋
外5班 建屋外6
班 建屋外7班

６

２

６
建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外3班 建屋
外4班 建屋外5

班

建屋外6班

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

対策 作業 作業班 要員数

経過時間(時間)

水供給

建屋外6班

６

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処
理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガ
ラス固化建屋）

1:00

▽事象発生

高レベル廃液ガラス固化建屋
対策の制限時間(蒸発乾固)

▽

0:10

0:30

0:30

1:00 1:00

1:00

1:00

1:00

0:20

0:10

0:30

0:20

1:00

1:00

1:00

0:40

0:30

1:00

1:30

0:30

1:00

0:30

0:30

0:30

１:00

▽事象発生

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00 33:00

第7.1.1―63図　水供給の作業と所要時間（その３）
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・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処
理建屋） ６

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋） ２

建屋外3班・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

備考

水供給 ６

２

排水の循環

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋）

６

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視
（分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

２

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視
（前処理建屋） ２

建屋外6班

建屋外5班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

建屋外2班

建屋外7班

建屋外5班 建屋
外6班 建屋外7

班

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポン
プの運搬（前処理建屋）

２

建屋外2班

対策 作業 作業班 要員数

経過時間(時間)

▽事象発生

0:30

1:00

0:30

0:30

0:30

0:30

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 7:00 8:00 10:006:00 9:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 17:00 19:00 21:00 23:0016:00 18:00 20:00 22:00 24:00 26:00 28:00 30:00 32:0025:00 27:00 29:00 31:00 33:00

第7.1.1―63図　水供給の作業と所要時間（その４）
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作業名 作業班 要員数

・車両寄付き AC10班、AC11班 4

・SA設備の固縛解縛 AC10班、AC11班 4

・SA設備の玉がけ・地切り AC10班、AC11班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 AC10班、AC11班 4

・SA設備の車上固縛 AC10班、AC11班 4

・SA設備の固縛解縛 AC10班、AC11班 4

・SA設備の玉がけ・地切り AC10班、AC11班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 AC10班、AC11班 4

・SA設備の車上固縛 AC10班、AC11班 4

・車両移動 AC10班、AC11班 4

・膨張槽液位測定 AC13班 2

・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽溶液温度計測 AC4班、AC5班 4

・内部ループ通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁隔離） AC4班、AC5班 4

・内部ループ通水（弁操作，漏えい確認，冷却水流量（ループ通
水）確認）

AC4班 2

・貯槽溶液温度計測 AC5班 2

・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
AC6班、AC7班
AC8班

6

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（ループ通水）） AC16班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（ループ通水）） AC17班 2

第7.1.1―64図　火山を想定した場合の精製建屋における内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目

（時間）

12:006:00 7:00 8:00 9:00 18:00 19:0014:00 15:00 16:00

精製
建屋

20:00 22:00 23:0017:0010:00 11:00 13:000:00 1:00 2:00 21:003:00 4:00 5:00

精製建屋 蒸発乾固  制限時間 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋、使用済燃料受入れ・貯蔵建にて、重大事故等対策を実施 

・異常な水準の

放出防止対策 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋にて重大事故等対策を実施 

・異常な水準の放出防止対策 
 

※ 一班は、2名で編成する。 

279



 

 

第 7.1.2－１図 内部ループ通水実施時のプルトニウム濃縮液一時貯槽に 

       内包する溶液の温度傾向 
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第 7.1.2―２図 内部ループ通水実施時の硝酸プルトニウム貯槽に 

       内包する溶液の温度傾向 
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（建屋境界）

プルトニウム溶液受槽
Ｔ

Ｌ

油水分離槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮缶供給槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム溶液一時貯槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液受槽
Ｔ

Ｌ

リサイクル槽
Ｔ

Ｌ

希釈槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液一時貯槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液計量槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液中間貯槽
Ｔ

Ｌ

第１一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第２一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第３一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第7.2.1－１図｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水系統概要図

分離建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備へ

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の冷却機能喪失に

対処するための設備へ

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の

貯水槽から

MOX燃料加工施設の冷却等の
機能喪失に対処するための

設備の代替注水設備へ

Ｐ

本図は，精製建屋の第１接続口に接続した場合の例である。接続口毎に機器注水配管が異なるため，第２接続
口から第４接続口に接続する場合は系統構成が異なる。また接続金具等の個数及び位置についても，ホース敷
設ルート毎に異なる。

Ｆ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

機器注水時は可搬型重大事故等対処設備を付け替えて対処する。
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第 7.2.1－２図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水接続口配置図（地上１階） 

① 

② 
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第 7.2.1－３図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水接続口配置図（地上４階） 

③ 

④ 
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プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

安全冷却水Ａ
膨張槽

Ｐ

安全冷却水Ｂ
膨張槽

Ｐ

安全冷却水Ｃ
膨張槽

Ｐ

前処理建屋の
安全冷却水系から

重大事故等対処共通設備の
水供給設備の貯水槽へ

分離建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備へ

可搬型排水受槽

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の冷却機能喪失に

対処するための設備へ

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の

貯水槽から

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備から

MOX燃料加工施設の冷却等の
機能喪失に対処するための

設備の代替注水設備へ

Ｐ

Ｐ

本図は，精製建屋冷却コイル２系統のうち１系統の第１接続口の接続例である。精製建屋冷却コイルの他の１系統の第２接続口に
接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

第7.2.1－４図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の冷却コイル通水系統概要図

※１ 常設重大事故等対処設備

※２ 可搬型重大事故等対処設備

※２ ※１

※２ ※１
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第 7.2.1－５図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の冷却コイル通水接続口配置図（地下３階） 

① 

② 

286



 
 

第 7.2.1－６図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の冷却コイル通水接続口配置図（地下２階） 

③ 

④ 
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第 7.2.1－７図 ｢精製建屋の冷却機能喪失事故｣の冷却コイル通水接続口配置図（地下１階） 

⑤ ⑥ 

⑦ 

⑧ 
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第7.2.1－８図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              拡大防止対策のアクセスルート（地下１階） 

① 

計測場所 監視項目 

① 

リサイクル槽液位 

第３一時貯留処理槽液位 

プルトニウム濃縮液受槽液位 

プルトニウム濃縮液一時貯槽液位 

プルトニウム濃縮液計量槽液位 

プルトニウム濃縮液中間貯槽液位 

希釈槽液位 

② 

第１一時貯留処理槽注水流量 

第２一時貯留処理槽注水流量 

第３一時貯留処理槽注水流量 

プルトニウム溶液受槽注水流量 

油水分離槽注水流量 

プルトニウム濃縮缶供給槽注水流量 

プルトニウム溶液一時貯槽注水流量 

プルトニウム濃縮液受槽注水流量 

リサイクル槽注水流量 

希釈槽注水流量 

プルトニウム濃縮液一時貯槽注水流量 

プルトニウム濃縮液計量槽注水流量 

プルトニウム濃縮液中間貯槽注水流量 

② 

② 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－９図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              拡大防止対策のアクセスルート（地上１階） 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－10図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              拡大防止対策のアクセスルート（地上２階） 

① 

計測場所 監視項目 

① 

第１一時貯留処理槽液位 

プルトニウム溶液受槽液位 

油水分離槽液位 

第２一時貯留処理槽液位 

プルトニウム濃縮缶供給槽液位 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－11図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              拡大防止対策のアクセスルート（地上３階） 

① 

計測場所 監視項目 

① プルトニウム溶液一時貯槽液位 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－12図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              拡大防止対策のアクセスルート（地上４階） 

① 

① 

計測場所 監視項目 

① 

第１一時貯留処理槽注水流量 

第２一時貯留処理槽注水流量 

第３一時貯留処理槽注水流量 

プルトニウム溶液受槽注水流量 

油水分離槽注水流量 

プルトニウム濃縮缶供給槽注水流量 

プルトニウム溶液一時貯槽注水流量 

プルトニウム濃縮液受槽注水流量 

リサイクル槽注水流量 

希釈槽注水流量 

プルトニウム濃縮液一時貯槽注水流量 

プルトニウム濃縮液計量槽注水流量 

プルトニウム濃縮液中間貯槽注水流量 

 
 ：可搬型重大事故等対処設備 

  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－13図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              発生防止対策のアクセスルート（冷却コイル通水）（地下３階） 

計測場所 監視項目 

① 希釈槽溶液温度 

② プルトニウム濃縮液一時貯槽溶液温度 

③ 冷却コイル圧力 

④ 冷却コイル圧力 

⑤ 冷却コイル圧力 

① ② 

 
 

  
  
  

 
 

 

④ ⑤ 

③ 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－14図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              発生防止対策のアクセスルート（冷却コイル通水）（地下２階） 

計測場所 監視項目 

① 冷却コイル圧力 

② プルトニウム濃縮液中間貯槽溶液温度 

③ プルトニウム濃縮液計量槽溶液温度 

④ 
油水分離槽溶液温度 

冷却コイル圧力 

⑤ 
プルトニウム溶液受槽溶液温度 

冷却コイル圧力 

⑥ プルトニウム濃縮缶供給槽溶液温度 

⑦ 
プルトニウム濃縮液受槽溶液温度 

リサイクル槽溶液温度 
② ③ 

④ ⑤ 

⑥ ⑦ 

① 

 
  
  
  
  
  
  
  

 
 

 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－15図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              発生防止対策のアクセスルート（冷却コイル通水）（地下１階） 

② ③ 

① 

④ 

計測場所 監視項目 

① 冷却コイル圧力 

② 第１一時貯留処理槽溶液温度 

③ 
第２一時貯留処理槽溶液温度 

第３一時貯留処理槽溶液温度 

④ プルトニウム溶液一時貯槽溶液温度 

⑤ 冷却コイル圧力 

⑥ 冷却コイル圧力 

⑦ 冷却コイル圧力 

⑧ 冷却コイル圧力 

⑤ ⑥ 

⑦ ⑧ 

 
  
  
  
  

 
 

 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－16図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
              発生防止対策のアクセスルート（冷却コイル通水）（南１ルート）（地上１階） 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：アクセスルート 南２ 

：アクセスルート 南１ 
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第7.2.1－17図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
            拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上１階） 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：敷設ルート 南２ 

：敷設ルート 南１ 
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第7.2.1－18図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の冷却機能喪失事故」の 
            拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（地上２階） 

 
 

：可搬型重大事故等対処設備 
  保管場所 

：敷設ルート 南２ 

：敷設ルート 南１ 
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